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１ 障害者手帳                        

（１）身体障害者手帳  身                                  窓口：障害福祉課⑤ 

事故や病気などにより身体機能に障害のある方に、身体障害者手帳を交付します。障害の

程度は、次表のとおり、機能障害別に区分されており、１級が最重度で、７級に向かって軽度と

なります。 

＜身体障害者障害程度等級（身体障害者福祉法施行規則別表第５号）＞  

級別  視覚障害  
聴覚又は平衡機能の障害  音声機能、言語機

能又はそしゃく機
能の障害  

聴覚障害  平衡機能障害  

１級  

視力の良い方の眼の視力（万国式試視

力表によって測ったものをいい、屈折異

常のある者については矯正視力について

測ったものをいう。以下同じ。）が0.01以

下のもの 

－  －  －  

２級  

１視力の良い方の眼の視力が0.02以

上0.03以下のもの 

２視力の良い方の眼の視力が0.04かつ

他方の眼の視力が手動弁以下のも

の  

３周辺視野角度（Ⅰ/四視標による。以

下同じ。）の総和が左右眼それぞれ

80度以下かつ両眼中心視野角度

（Ⅰ/二視標による。以下同じ。）が28

度以下のもの 

4 両眼開放視認点数が70点以下かつ

両眼中心視野視認点数が20点以

下のもの 

両耳の聴力レベルが

それぞれ100デシベル

以上のもの（両耳全ろ

う）  

－  －  

３級  

１視力の良い方の眼の視力が0.04以

上0.07以下のもの（二級の二に該当

するものを除く。） 

２視力の良い方の眼の視力が0.08かつ

他方の眼の視力が手動弁以下のも

の  

３周辺視野角度の総和が左右眼それぞ

れ80度以下かつ両眼中心視野角度

が56度以下のもの 

４両眼開放視認点数が70点以下かつ

両眼中心視野視認点数が40点以

下のもの 

両耳の聴力レベルが

90デシベル以上のも

の（耳介に接しなけれ

ば大声語を理解し得

ないもの） 

平衡機能の極めて

著しい障害  

音声機能 ,  言語機能

又はそしゃく機能の喪

失  

４級  

１視力の良い方の眼の視力が0.08以

上0.1以下のもの（三級の二に該当

するものを除く。） 

2 周辺視野角度の総和が左右眼それ

ぞれ80度以下のもの） 

3 両眼開放視認点数が70点以下のも

の  

1 両耳の聴力レベル

がそれぞれ80デシベル

以上のもの（耳介に接

しなければ話声語を理

解し得ないもの） 

２両耳による普通話声

の最良の語音明瞭度

が50パーセント以下

のもの 

－  

音声機能 ,  言語機能

又はそしゃく機能の著

しい障害  

５級  

１視力の良い方の眼の視力が0.2かつ

他方の眼の視力が0.02以下のもの  

２  両眼による視野の２分の１以上が欠

けているもの 

3 両眼中心視野角度が56度以下のも

の  

4 両眼開放視認点数が70点を超えか

つ100点以下のもの 

5 両眼中心視野視認点数が40点以

下のもの 

 

－ 平衡機能の著しい

障害  
－  
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級別  視覚障害  

聴覚又は平衡機能の障害  音声機能、言語機
能 又 はそしゃ く機
能の障害  

聴覚障害  平衡機能障害  

６級  
視力の良い方の眼の視力が0.3
以上0.6以下かつ他方の眼の視
力が0.02以下のもの  

１ 両耳の聴力レベ
ルが70デシベル以
上のもの（40セン
チメートル以上の
距離で発声された
会話語を理解し得
ないもの）  
２ 一側耳の聴力
レベルが90デシベ
ル以上 ,他側耳の
聴力レベルが50デ
シベル以上のもの  

－ － 

７級  － － － － 

 

級別  
肢体不自由  

上肢  下肢  

１級  
１ 両上肢の機能を全廃したもの  
２ 両上肢を手関節以上で欠くもの  

１ 両下肢の機能を全廃したもの  
２ 両下肢を大腿の２分の１以上で欠くもの  

２級  

１ 両上肢の機能の著しい障害  
２ 両上肢のすべての指を欠くもの  
３ 一上肢を上腕の２分の１以上で欠くもの 
４ 一上肢の機能を全廃したもの  

１ 両下肢の機能の著しい障害  
２ 両下肢を下腿の２分の１以上で欠くもの  

３級  

１ 両上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの  
２ 両上肢のおや指及びひとさし指の機能を全
廃したもの  
３ 一上肢の機能の著しい障害  
４ 一上肢のすべての指を欠くもの 
５ 一上肢のすべての指の機能を全廃したもの  

１ 両下肢をシヨパー関節以上で欠くもの  
２ 一下肢を大腿の２分の１以上で欠くもの  
３ 一下肢の機能を全廃したもの  

４級  

１ 両上肢のおや指を欠くもの  
２ 両上肢のおや指の機能を全廃したもの 
３ 一上肢の肩関節 , 肘関節又は手関節のう
ち, いずれか一関節の機能を全廃したもの  
４ 一上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの  
５ 一上肢のおや指及びひとさし指の機能を全
廃したもの  
６ おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三
指を欠くもの  
７ おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三
指の機能を全廃したもの 
８ おや指又はひとさし指を含めて一上肢の四
指の機能の著しい障害  

１ 両下肢のすべての指を欠くもの  
２ 両下肢のすべての指の機能を全廃したもの  
３ 一下肢を下腿の２分の１以上で欠くもの  
４ 一下肢の機能の著しい障害  
５ 一下肢の股関節又は膝関節の機能を全廃
したもの 
６ 一下肢が健側に比して10センチメートル以
上又は健側の長さの10分の1以上短いもの  

５級  

１ 両上肢のおや指の機能の著しい障害  
２ 一上肢の肩関節 , 肘関節又は手関節のう
ち, いずれか一関節の機能の著しい障害  
３ 一上肢のおや指を欠くもの 
４ 一上肢のおや指の機能を全廃したもの  
５ 一上肢のおや指及びひとさし指の機能の著
しい障害  
６ おや指又はひとさし指を含めて一上肢の三
指の機能の著しい障害  

１ 一下肢の股関節又は膝関節の機能の著し
い障害  
２ 一下肢の足関節の機能を全廃したもの  
３ 一下肢が健側に比して５センチメートル以上
又は健側の長さの15分の1以上短いもの  

６級  

１ 一上肢のおや指の機能の著しい障害  
２ ひとさし指を含めて一上肢の二指を欠くもの 
３ ひとさし指を含めて一上肢の二指の機能を
全廃したもの  

１ 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの  
２ 一下肢の足関節の機能の著しい障害  

７級  

１ 一上肢の機能の軽度の障害  
２ 一上肢の肩関節 , 肘関節又は手関節のう
ち, いずれか一関節の機能の軽度の障害  
３ 一上肢の手指の機能の軽度の障害  
４ ひとさし指を含めて一上肢の二指の機能の
著しい障害  
５ 一上肢のなか指 , くすり指及び小指を欠くも
の 
６ 一上肢のなか指 , くすり指及び小指の機能
を全廃したもの  

１ 両下肢のすべての指の機能の著しい障害  
２ 一下肢の機能の軽度の障害  
３ 一下肢の股関節 , 膝関節又は足関節のう
ち, いずれか一関節の機能の軽度の障害  
４ 一下肢のすべての指を欠くもの  
５ 一下肢のすべての指の機能を全廃したもの  
６ 一下肢が健側に比して３センチメートル以上
又は健側の長さの20分の1以上短いもの  
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級別  

肢体不自由  

体幹  
乳幼児期以前の非進行性の脳病変による  

運動機能障害  

上肢機能  移動機能  

１級  
体幹の機能障害により坐ってい
ることができないもの  

不随意運動・失調等により上
肢を使用する日常生活動作が
ほとんど不可能なもの  

不随意運動・失調等により
歩行が不可能なもの  

２級  

１ 体幹の機能障害により坐位
又は起立位を保つことが困難な
もの 
２ 体幹の機能障害により立ち
上がることが困難なもの  

不随意運動・失調等により上
肢を使用する日常生活動作が
極度に制限されるもの  

不随意運動・失調等により
歩行が極度に制限されるも
の 

３級  
体幹の機能障害により歩行が
困難なもの  

不随意運動・失調等により上
肢を使用する日常生活動作が
著しく制限されるもの  

不随意運動・失調等により
歩行が家庭内での日常生活
活動に制限されるもの  

４級  － 

不随意運動・失調等による上
肢の機能障害により社会での
日常生活活動が著しく制限さ
れるもの  

不随意運動・失調等により
社会での日常生活活動が著
しく制限されるもの  

５級  体幹の機能の著しい障害  

不随意運動・失調等による上
肢の機能障害により社会での
日常生活活動に支障のあるも
の 

不随意運動・失調等により
社会での日常生活活動に支
障のあるもの  

６級  － 
不随意運動・失調等による上
肢の機能の劣るもの  

不随意運動・失調等により
移動機能の劣るもの  

７級  － 
上肢に不随意運動・失調等を
有するもの  

下肢に不随意運動・失調等
を有するもの  

 

級別  

心臓、じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若し
くは肝臓の機能の障害  

心臓機能障害  じん臓機能障害  呼吸器機能障害  

１級  
心臓の機能の障害により自己
の身辺の日常生活活動が極
度に制限されるもの  

じん臓の機能の障害により自
己の身辺の日常生活活動が
極度に制限されるもの  

呼吸器の機能の障害により自
己の身辺の日常生活活動が
極度に制限されるもの 

２級  － － － 

３級  
心臓の機能の障害により家庭
内での日常生活活動が著しく
制限されるもの  

じん臓の機能の障害により家
庭内での日常生活活動が著
しく制限されるもの  

呼吸器の機能の障害により家
庭内での日常生活活動が著
しく制限されるもの  

４級  
心臓の機能の障害により社会
での日常生活活動が著しく制
限されるもの  

じん臓の機能の障害により社
会での日常生活活動が著しく
制限されるもの  

呼吸器の機能の障害により社
会での日常生活活動が著しく
制限されるもの  

５級  － － － 

６級  － － － 

７級  － － － 

 
 

級別  

心臓、じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若し
くは肝臓の機能の障害  

ぼうこう又は直腸
の機能障害  

小腸機能障害  
ヒト免疫不全ウイルスによ
る免疫機能障害  

肝臓機能障害  

１級  

ぼうこう又は直腸
の機能の障害によ
り自己の身辺の日
常生活活動が極
度に制限されるも
の 

小腸の機能の障害
により自己の身辺の
日常生活活動が極
度に制限されるもの  

ヒト免疫不全ウイルスによ
る免疫の機能の障害によ
り日常生活がほとんど不
可能なもの  

肝臓の機能の障害によ
り日常生活活動がほと
んど不可能なもの  

２級  － － 

ヒト免疫不全ウイルスによ
る免疫の機能の障害によ
り日常生活が極度に制
限されるもの  

肝臓の機能の障害によ
り日常生活活動が極度
に制限されるもの  

３級  

ぼうこう又は直腸
の機能の障害によ
り家庭内での日常
生活活動が著しく
制限されるもの  

小腸の機能の障害
により家庭内での日
常生活活動が著しく
制限されるもの  

ヒト免疫不全ウイルスによ

る免疫の機能の障害により

日常生活が著しく制限され

るもの(社会での日常生活

活動が著しく制限されるも

のを除く。）  

肝臓の機能の障害によ
り日常生活活動が著し
く制限されるもの(社会
での日常生活活動が著
しく制限されるものを除
く。） 
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４級  

ぼうこう又は直腸
の機能の障害によ
り社会での  
日常生活活動が
著しく制限されるも
の 

小腸の機能の障害
により社会での日常
生活活動が著しく制
限されるもの  

ヒト免疫不全ウイルス  
による免疫の機能の障  
害により社会での日常  
生活活動が著しく制限さ
れるもの  

肝臓の機能の障害に  
より社会での日常生活
活動が著しく制限される
もの 

５級  － － － － 

６級  － － － － 

７級  － － － － 

※１ 同一の等級について二つの重複する障害がある場合は、一級うえの級とする。ただし、二つの重複する障害が特
に本表中に指定せられているものは、該当等級とする。  

※２ 肢体不自由においては, 七級に該当する障害が二以上重複する場合は, 六級とする。  
※３  異なる等級について二以上の重複する障害がある場合については , 障害の程度を勘案して当該等級より上位

の等級とすることができる。  
※４  「指を欠くもの」とは , おや指については指骨間関節 , その他の指については第一指骨間関節以上を欠くもの

をいう。 
※５  「指の機能障害」とは ,  中手指節関節以下の障害をいい , おや指については , 対抗運動障害をも含むものと

する。  
※６  上肢又は下肢欠損の断端の長さは, 実用長（上腕においては腋窩より , 大腿においては坐骨結節の高さより

計測したもの）をもって計測したものをいう。  
※７ 下肢の長さは, 前腸骨棘より内くるぶし下端までを計測したものをいう。  

 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

必要なもの 新規申請 変更申請 再発行 返還 

身体障害者診断書・意見書  
（指定医によるもの※3、所定書式） 

○ ○※１ - - 

顔写真１枚（たて４cm×よこ３cm、１年以
内に撮影、脱帽で上半身、本人が明確
に分かるもの、写真専用紙） 

○ ○※１ ○ - 

個人番号（マイナンバー） ○ ○ ○ - 

手帳  - ○ ○※2 ○※2 

※１ 住所や氏名を変更する場合は不要です。ただし、等級変更や障害の追加の場合は必要です。 

  ※２ 紛失の場合は不要です。 

※３ 身体障害者福祉法に基づく指定医によって記入された診断書。 

 

なお、申請から手帳を交付するまでに約２～３か月かかります。 

令和 3 年度より押印廃止のため、印鑑は不要となりました。 

紙またはカード交付を選択できます。  

郵送での手続きも可能です。郵送での手続きを希望される方は、事前にお問い合わせください。 
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（２）療育手帳  知                                       窓口：障害福祉課⑤ 

知的障害のある方に、療育手帳を交付します。次表のとおり、判定基準があります。 

鎌倉市民の判定に関する相談については、18 歳未満の方は鎌倉三浦地域児童相談所、

18 歳以上の方は神奈川県立総合療育相談センター（更生相談所）にて対応しています。 

＜療育手帳判定基準＞ 

障害程度  判定の基準  

最
重
度 

Ａ１ 

・標準化された検査により判定した結果を指数化したもの 
（以下「指数」という。）が、概ね20以下のもの 

・指数が概ね21以上35以下のもので、身体障害者福祉法に基づく障害等級
（以下「障害等級」という。）の１級、２級または３級に該当するもの。 

重 
度 

Ａ２ 
・指数が概ね21以上35以下のもので、上記Ａ１に該当しないもの。 
・指数が概ね36以上50以下のもので、障害等級の１級、２級または３級に該当
するもの。 

中 
度 

Ｂ１ ・指数が概ね36以上50以下で、上記Ａ２に該当しないもの。 

軽 
度 

Ｂ２ 

・指数が概ね51以上75以下のもの。 
・指数が境界線級であって、かつ、自閉症の診断書があり、県内の児童相談所
（横浜市、川崎市、相模原市を除く。）または県立総合療育相談センターの長が
認めたもの。 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

必要なもの 新規申請 変更申請 再発行 返還 

顔写真１枚（たて４cm×よこ３cm、１年以
内に撮影、脱帽で上半身、本人が明確
に分かるもの、写真専用紙） 

○ ○※１ ○ - 

手帳  - ○ ○※２ ○※２ 

個人番号（マイナンバー） ○ ○※１ ○ - 

※１ 住所や氏名を変更する場合は不要です。再判定申請の場合は必要です。 

  ※２ 紛失の場合は不要です。 

 

令和 3 年度押印廃止のため、印鑑は不要となりました。 

紙またはカード交付を選択できます。 

郵送での手続きも可能です。郵送での手続きを希望される方は、事前にお問い合わせください。 
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（３）精神障害者保健福祉手帳  精                           窓口：障害福祉課⑤ 

精神障害のある方に、精神障害者保健福祉手帳を交付します。次表のとおり、等級区分が

あります。 

＜精神障害者保健福祉手帳障害等級表＞ 

障害等級 精神障害の状態  

１級 日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの 

２級 
日常生活が著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい制限を加えること
を必要とする程度のもの 

３級 
日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか、または日常生活若しくは社会生
活に制限を加えることを必要とする程度のもの 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

必要なもの 新規申請 更新申請 変更申請 再発行 返還 

医師の診断書（所定書式）ま
たは精神障害を事由とする障
害年金証書※１  

○ ○ ○※３ - - 

顔写真１枚（たて４cm×よこ３
cm、１年以内に撮影、脱帽で
上半身、本人が明確に分かる
もの、写真専用紙） 

○ ○※２ ○※３ ○ - 

個人番号（マイナンバー） ○ ○ ○ ○ - 

手帳  - ○ ○ ○※4 ○※4 

※１ 障害年金証書の代わりに、直近の年金振込通知書または年金支払通知書でも手続きが 
可能です。 

※２ 有効期間の更新欄に空欄がある場合は不要です。 
※３ 住所や氏名を変更する場合は不要です（等級変更の場合は必要です）。 
※４ 紛失の場合は不要です。 
 
令和 3 年度より押印廃止のため、印鑑は不要となりました。 

紙またはカード交付を選択できます。 

郵送での手続きも可能です。郵送での手続きを希望される方は、事前にお問い合わせください。 

 

＜有効期間＞ 

精神障害者保健福祉手帳は有効期間が２年間となります。  

更新申請は、有効期限の３か月前の１日から行うことができます。 

なお、更新申請から手帳を交付するまでに約２～３か月かかります。更新手続きは、有効期限  

の３か月前頃に行うことをおすすめします。 
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２ 医療                            

（１）特定疾病  身     窓口：ご加入の協会けんぽ、健康保険組合など 

       鎌倉市国民健康保険の場合…保険年金課国民健康保険担当⑩ 

後期高齢者医療保険の場合…保険年金課後期高齢者医療保険担当⑫ 

    厚生労働大臣が指定している長期特定疾病（血友病・人工透析を必要とする慢性腎不全や血

液凝固因子製剤に起因する HIV感染症）については「特定疾病療養受療証」の提示により、自己

負担限度額が 1 万円（70 歳未満の上位所得者は 2 万円）となります。 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

① 健康保険資格確認書等  

② 医師による意見書またはそれまで加入していた健康保険の特定疾病療養受療証の写し 

③ 個人番号（マイナンバー） ※国民健康保険に加入の方は、世帯主のマイナンバーも必要

です。 

（２）更生医療（自立支援医療） 身                          窓口：障害福祉課⑤ 

     身体障害者手帳を持っている 18 歳以上の方に、その障害を除去・軽減する手術等の治療

によって確実に効果が期待できるものに対して提供される更生のために必要な自立支援医療

費の支給をします。ただし、所得に応じた自己負担があります。 

治療を行う前に申請が必要です。その治療の必要性が認められた場合は、自立支援医療

受給者証と自己負担上限額管理票を交付します。指定自立支援医療機関で自立支援医療

受給者証と自己負担上限額管理票を提出の上、治療を受けてください。 

＜対象となる障害＞ 

視覚障害、聴覚障害、音声機能・言語機能またはそしゃく機能障害、肢体不自由、内部障

害（心臓、腎臓、肝臓、小腸、免疫） 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

① 身体障害者手帳  

② 自立支援医療（更生医療）意見書  ※指定自立支援医療機関において更生医療を主

として担当する医師の作成したものが必要です。 

③ 健康保険資格確認書等  ※国民健康保険に加入の場合は、同じ健康保険に加入してい

る家族の健康保険資格確認書等が必要です。 

④ 個人番号（マイナンバー）※同じ健康保険に加入されている方のマイナンバーが必要です。  

⑤ 市民税課税（非課税）証明書  ※自己負担上限額の算定に必要となる年の 1月 1日現在、

市内に住民票のない方のみ必要です。ただし、個人番号（マイナンバー）を提示することで、

市民税課税（非課税）証明書を省略できる場合があります。  

⑥ 特定疾病療養受療証※腎臓機能障害に対する人工透析療法の場合のみ必要です。 

⑦ 本人の年金や手当の受給額が分かる書類（通知等）※非課税世帯の方のみ。 

  

  郵送での手続きも可能です。郵送での手続きを希望される方は、事前にお問い合わせください。 

なお、更新申請から交付まで約 2～3 か月かかります。更新手続きは、有効期限の 2 か月前

までに行うことをおすすめします。 
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（３）育成医療（自立支援医療） 身                          窓口：障害福祉課⑤ 

    現在、障害のある、または障害に係る医療を行わないと将来障害を残すと認められる 18 歳

未満の方に、その身体障害を除去、軽減する手術等の治療によって確実に効果が期待できる

ものに対して提供される生活の能力を得るために必要な自立支援医療費を給付します。ただし、

保護者の所得に応じた自己負担があります。  

治療を行う前に申請が必要です。その治療の必要性が認められた場合は、自立支援医療

受給者証と自己負担上限額管理票を交付します。指定自立支援医療機関で自立支援医療

受給者証と自己負担上限額管理票を提出の上、治療を受けてください。  

＜対象となる障害＞ 

視覚障害、聴覚・平衡機能障害、音声・言語・そしゃく障害、肢体不自由、内部障害（心臓、

腎臓、肝臓、小腸、免疫等） 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

① 身体障害者手帳（お持ちの方のみ） 

② 自立支援医療（育成医療）意見書  

③ 健康保険資格確認書等  ※国民健康保険に加入の場合は、同じ世帯全員の健康保険資

格確認書等が必要です。 

④ 個人番号（マイナンバー） ※同じ健康保険に加入されている方のマイナンバーが必要です。 

⑤市民税課税（非課税）証明書  ※自己負担上限額の算定に必要となる年の 1 月 1 日現在、

市内に住民票のない方のみ必要です。ただし、個人番号（マイナンバー）を提示することで、市

民税課税（非課税）証明書を省略できる場合があります。  

⑥特定疾病療養受療証※腎臓機能障害に対する人工透析療法の場合のみ必要です。 

 

郵送での手続きも可能です。郵送での手続きを希望される方は、事前にお問い合わせください。 

 

（４）精神通院医療（自立支援医療） 精                      窓口：障害福祉課⑤ 

    統合失調症、精神作用物質による急性中毒、その他の精神疾患（てんかんを含む）のある

方で、通院による精神医療を継続的に要する病状にある場合に、その通院医療にかかる自立

支援医療費、薬剤費、デイケアや訪問看護の費用を給付します。自己負担は原則１割です。所

得に応じて１か月当たりの自己負担上限額が設定されます。  

ご利用にあたっては申請が必要です。治療の必要性が認められた場合は、自立支援医療受

給者証を交付します。指定自立支援医療機関で自立支援医療受給者証を提示することで、

自己負担が原則１割となります。 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

① 自立支援医療診断書（精神通院医療用） ※精神障害者保健福祉手帳と同時に申請

する場合は診断書（精神障害者保健福祉手帳用）でも申請ができます。なお、有効期間

内の更新申請で、自立支援医療受給者証の「次回更新時診断書（意見書）の提出」の

欄が「不要」となっている場合は、不要です。 

② 健康保険資格確認書等（郵送申請の場合は写し） 

※国民健康保険に加入の場合は、同じ世帯全員の健康保険資格確認書等が必要です。 

③ 個人番号（マイナンバー） ※同じ健康保険に加入されている方のマイナンバーが必要です。 
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④ 市民税課税（非課税）証明書  ※自己負担上限額の算定に必要となる年の 1月 1日現在、

市内に住民票のない方のみ必要です。ただし、個人番号（マイナンバー）を提示することで、

市民税課税（非課税）証明書を省略できる場合があります。 

⑤ 自立支援医療受給者証  ※新規申請の方は不要です。 

郵送での手続きも可能です。郵送での手続きを希望される方は、事前にお問い合わせくださ

い。 

※郵送にて更新申請される場合は健康保険資格確認書等及び自立支援医療受給者証の

写しを提出してください。 

なお、更新申請は、有効期限の３か月前から行うことができ、更新申請から交付までは約３か

月かかります。更新手続きは、有効期限の 3 か月前までに行うことをおすすめします。 

 

（５）障害者医療費助成制度  身・知・精                      窓口：障害福祉課⑤ 

健康保険により治療を受けた場合、その自己負担額（保険対象外（健康診断、差額ベッド料）

を除く）を助成します。対象者は、次表のとおりです。ただし、65歳以上で新規に手帳を取得された

方は、助成の対象外です。 

なお、神奈川県外の医療機関を受診した場合、障害福祉課で還付の手続きが必要となります。 

＜対象者と所得制限＞ 

 
所得制限  

（本人の所得のみ） 

所得制限  
（本人・配偶者・同一世帯の一

親等の家族の所得） 

身体障害者手帳  １・２級  ３級・４級の一部  

療育手帳  Ａ１・Ａ２ Ｂ１ 

精神障害者保健福祉手帳 １級  ２級  

障害基礎年金  － １・２級  

 ※身体障害者手帳４級の一部とは、次のいずれかです。 
  ・音声機能障害  
  ・言語機能障害  
・肢体不自由のうち、両下肢のすべての指を欠くもの、下肢を下腿の二分の一以上で欠くもの、 
下肢の機能の著しい機能障害  

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次の通りです。詳しくは窓口へお問い合わせください  

① 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、年金証書（いずれか 1 つ） 

② 健康保険資格確認書等  

③ 所得判定を行うため、判定に必要となる年の 1 月 1 日現在、市内に住民票がない方のみ必

要です。（いずれか 1 つ） 

・市民税課税（非課税）証明書  

・マイナンバーカード 

・マイナンバー記載の住民票と顔写真付きの本人確認書類  

＜有効期限＞ 

受診証は 12 月 1 日に更新されます。更新された受診証は対象であれば 11 月中に発送され

ます。 

なお、受診証はお持ちの手帳もしくは障害年金の有効期限にあわせて作成をしております。

更新申請には、まずお持ちの手帳等の更新が必要になり、更新申請から交付までは約 3 か月

かかります。更新手続きは、有効期限の 3 か月前までに行うことをおすすめします。 
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（６）後期高齢者医療制度   身・知・精   

窓口：保険年金課後期高齢者医療保険担当⑫            

65歳～74歳で一定の障害の状態にあることにより広域連合の認定を受けた方は後期高齢  

者医療制度に加入できます。（認定を受けた場合は、加入されている国民健康保険や協会け

んぽ、健康保険組合の脱退手続きが必要です。また、75歳になるまでは申出により、後期高齢

者医療制度から脱退することもできます。）後期高齢者医療制度では、医療機関にかかるとき

などの自己負担割合は、所得により決まります。割合は「１割」「２割」「３割」のいずれかです。 

後期高齢者医療制度の保険料は、所得等の状況により現在の国民健康保険や健康保険  

組合と比べて保険料額が増減する場合があります。 

※一定の障害の状態とは、２（５）障害者医療費助成制度（p.9）の対象者と概ね同一です。  

 

（７）小児慢性特定疾病医療費助成制度   身                      

窓口：鎌倉保健福祉事務所保健福祉課  TEL0467(24)3900 

児童福祉法に基づく指定を受けた医療機関での入院及び通院医療等を受けている（調剤

を含みます）18歳未満(18歳到達時点で引き続き治療が必要と認められる場合は、20歳まで

継続可能)の児童に対し、医療費の自己負担分の一部を助成する制度です。医療保険におけ

る世帯の市町村民税（所得割）に応じた月額の自己負担があります。対象疾病は国が指定し

た16疾患群801疾病です。 

   ＜16 疾患＞ 
01 悪性新生物  09 血液疾患  
02 慢性腎疾患  10 免疫疾患  
03 慢性呼吸器疾患  11 神経・筋疾患  
04 慢性心疾患  12 慢性消化器疾患  

05 内分泌疾患  13 
染色体又は遺伝子に変化を伴う 
症候群  

06 膠原病  14 皮膚疾患群  
07 糖尿病  15 骨系統疾患  
08 先天性代謝異常  16 脈管系疾患  

 ※疾病名の一覧は小児慢性特定疾病情報センターのホームページをご参照ください。 

 

（８）神奈川県指定難病医療費助成制度   身                         

窓口：鎌倉保健福祉事務所保健予防課  TEL0467(24)3900 

原因不明で治療方法が確立していない、いわゆる難病のうち、厚生労働大臣が定める疾病

を「指定難病」といいます。 

指定難病については、治療が極めて困難であり、かつ、その医療費も高額に及ぶため、医療

を受けている方の医療費の負担軽減を目的として、認定基準を満たしている方に対して、その

治療に係る医療費の一部を助成する制度です。対象は 348 疾病で、障害者総合支援法対象

疾病（3７６疾病）とは一部異なります。疾病名の一覧は、難病情報センターのホームページをご

参照ください。 
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（９）特定疾患医療給付制度   身                    

窓口：鎌倉保健福祉事務所保健予防課  TEL0467(24)3900 

「スモン」「難治性肝炎のうち劇症肝炎」「重症急性膵炎」の３疾患の医療を受けている方

で、一定の認定基準を満たされている方に、その疾患に関するデータの厚生労働省への提供を

前提に、治療にかかる医療費の一部を給付しています。「難治性肝炎のうち劇症肝炎」「重症

急性膵炎」については、平成26年12月31日時点で認定を受けていなかった方は、新たに申

請することはできません。 

 

（10）先天性血液凝固因子障害等医療給付制度   身                   

                   窓口：鎌倉保健福祉事務所保健予防課  TEL0467(24)3900 

次の先天性血液凝固因子欠乏症及び血液凝固因子製剤の投与に起因するＨＩＶ感染症に

関する医療を受けている方で、公的医療保険に加入している原則20歳以上の方に、先天性血

液凝固因子障害等に関する保険適用の医療費の自己負担額及び先天性血液凝固因子障

害等に係る介護保険法の規定により給付される(介護予防 )訪問看護、(介護予防 )訪問リハ

ビリテーション、(介護予防 )居宅療養管理指導、介護療養施設サービスの自己負担額を給付

します。 

＜対象となる疾患＞ 

01 第Ⅰ因子（フィブリノゲン）欠乏症 07 
第Ⅹ因子（スチュアートプラウア）欠
乏症  

02 第Ⅱ因子（プロトロンビン）欠乏症 08 第 XI 因子（ＰＴＡ）欠乏症  

03 第Ⅴ因子（不安定因子）欠乏症 09 
第 XII 因子（ヘイグマン因子）欠乏
症  

04 第Ⅶ因子 （安 定 因子 ）欠 乏 症 10 
第 XIII 因子（フィブリン安定化因
子）欠乏症  

05 第Ⅷ因子欠乏症（血友病 A） 11 
von willebrand（フォン・ヴィルブラ
ンド）病  

06 第Ⅸ因子欠乏症（血友病 B） - - 

 

（11）神奈川県入院医療援護金制度   精                  

窓口：神奈川県がん・疾病対策課精神保健医療グループ TEL045(210)4727 

精神保健福祉法に基づき入院している精神障害のある方に、その医療費の一部が扶助され

ます。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜要件等＞ 

対象要件  

次の条件をすべて満たしている方  
１  神奈川県内（政令指定都市である横浜市、川崎市及び相模原市を除

く）に本人（入院患者）の住所があること。 
２ 精神科病院もしくは一般病院の併設精神科病棟に現に入院しているこ

と。（退院してからの申請はできません） 
３ 入院患者及びその入院患者と同一の世帯に属する世帯員全員の前年

分の所得税額を合算した額が87,000円以下であること。 
４ 医療費の自己負担額が月額10,000円以上であること。 

※市の障害者医療費助成制度等を利用していて、医療費の自己負
担がない方は対象になりません。（窓口で医療費の支払をして、市町
村で医療費の払い戻しの手続きをされる方も同様。） 

支給額  

認定を受けた月からの支給となり、月の初日から末日まで入院した場合に
月額10,000円を支給。 
※入院日までの遡り認定はできません。認定された場合の入院医療援護金
の支給始期は、申請書の提出月か、その翌月からとなります。  
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３ 自立支援給付・児童福祉法による相談支援、給付                     
障害のある方、難病等のある方の自立を支援するため、相談、介護、機能訓練、医療、補装

具などのサービスを給付します。サービスの利用には、障害支援区分の認定やサービス等利用

計画の作成が必要となり、障害支援区分の程度や年齢によって使えるサービスや内容に違い

があります。手続きについては、サービスによって必要となるものが異なるため、それぞれの窓口

へ事前にお問合せください。 

なお、65歳以上の方、または 40歳から 65歳未満の方で加齢に伴って生じる特定疾病 (16

疾病 )により介護が必要な状態になった時は介護保険制度を優先して利用することとなってい

ます。ただし、介護保険サービスに相当するものがない障害福祉サービスや介護保険サービス

だけで十分な支援が確保されないと認められるときには、障害福祉サービスの利用ができます。  

※特定疾病（16疾病）…①がん(末期 )、②関節リウマチ、③筋萎縮性側索硬化症 (ＡＬＳ)、  

④後縦靭帯骨化症、⑤骨折を伴う骨粗鬆症、⑥初老期における認知症、⑦進行性核上  

性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病、⑧脊髄小脳変性症、⑨脊柱管狭  

窄症、⑩早老症、⑪多系統萎縮症、⑫糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性  

網膜症、⑬脳血管疾患、⑭閉塞性動脈硬化症、⑮慢性閉塞性肺疾患、⑯両側の膝関節  

又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症  

（１）地域相談支援給付、介護給付、訓練等給付、障害児通所支援、障害児入所支援  

 身・知・精                                          窓口：障害福祉課⑤ 

＜サービス利用までの基本的な流れ＞ 

手続きについては、サービスによって必要となるものが異なる、または、手続きの順序が前後す

る場合もありますので、それぞれの窓口へ事前にお問合せください。 

 

↓ 

 

  ↓              ↓     

 

 

↓ 

 

↓ 

  

↓  

  

↓ 

 

↓ 

 

↓ 

 

↓ 

 
※1事前予約が必要です。障害福祉課へお電話ください。  
※2児童の場合には、「障害児支援利用計画」となります。 

相談・受付・申請   ※1 

サービス等利用計画案※2、3の依頼（作成）またはセルフプランの提出  

障害支援区分の認定調査  

一次判定  

二次判定（審査会） 

障害支援区分認定の通知  

サービス等利用計画案※2、3の提出（セルフプランの場合は不要） 

 
支給決定（決定通知書及び受給者証の交付） 

サービス等利用計画※3の提出  

事業所との契約・サービス利用  

≪介護給付の場合≫ 
≪訓練等給付の場合≫ 

スコア判定  
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※3サービス等利用計画案及びサービス等利用計画については、相談支援事業所に作成  
を委託することを鎌倉市では推奨しています。市内の相談支援事業所の一覧については、 

  市内の福祉施設・事業所一覧をご参照ください。 
 
 

＜サービス内容＞ 

計
画
相
談
支
援 

計画相談支援  

障害福祉サービス等の利用を希望する方にサービス等利用計画の作成や

各事業者との連絡調整、定期的なモニタリングを行い、適切なサービス利

用や課題の解決を支援します。  

障 害 児 相 談 支 援 

障害児通所支援の利用を希望する方に障害児支援利用計画の作成や

各事業者との連絡調整、定期的なモニタリングを行い、適切なサービス利

用や課題の解決を支援します。  

一
般
相
談
支
援 

地域移行支援  

障害者支援施設等に入所している方、精神科病院に入院している方、保

護施設や矯正施設等を退所する障害のある方などに地域における生活へ

移行するための相談やその他の必要な支援を行います。 

地域定着支援  
単身等で生活する障害のある方に対し常に連絡がとれる体制を確保し緊

急に支援が必要な際に、相談やその他の必要な支援を行います。  

介
護
給
付 

居宅介護  

（ ホ ー ム ヘ ル プ ） 

入浴・排泄・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事、生活等に関する

相談、通院等における援助などを行います。  

行動援護  
知的障害や精神障害によって行動上著しい困難がある方で常時介護が

必要とする方に、外出時の移動の支援や行動の際に生じる危険回避のた

めの援護などを行います。  

同行援護  
視覚障害によって移動に著しい困難のある方に、外出時の移動の援護、

排泄や食事の介護などを行います。  

重度訪問介護  
重度の肢体障害または行動上著しい困難がある知的障害や精神障害の

ある方で常時介護を必要とする方に、身体介護・家事援助・移動介護な

ど総合的な支援を行います。  

重度障害者等包

括支援  

常時介護を必要とする方のうち、その介護の必要度が著しく高い方に、居

宅介護などの複数のサービスを組み合わせて包括的な支援を行います。  

生活介護  
主に昼間、入浴・排泄・食事等の介護、生活等に関する相談や助言などの

日常生活上の支援や創作的・生産的活動の機会の提供、その他身体機

能または生活能力向上のための支援を行います。  

療養介護  
主に昼間、病院で常時介護が必要な方に、機能訓練、療養上の管理・看

護・介護、日常生活上の支援を行います。  

短期入所  

（ シ ョ ー ト ス テ イ ） 

居宅で介護する人が病気等によって介護ができない場合に、短期の入所

による入浴・排泄・食事の介護などを行います。  

施設入所支援  
主に夜間、障害者支援施設に入所する方に、入浴・排泄・食事等の介護

や生活上の支援を行います。  

訓
練
等
給
付 

自
立
訓
練 

機能訓練  

身体機能・生活能力の維持・向上のため、一定の支援が必要な身体に障

害のある方に、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活

等に関するなど相談や助言などを通所や居宅訪問にて行います。利用期

間は原則１年６か月間です。 

生活訓練  

生活能力の維持・向上のため、一定の支援が必要な知的障害、精神障害

のある方に、入浴・排泄・食事等に関する生活全般の訓練や生活等に関

する相談や助言などを通所施設・居宅訪問・宿泊の場にて行います。利用

期間は原則２年間です。  

就労移行支援  

就労を希望する65歳未満の方に、生産活動や職場体験などを通じて、就

労に必要な知識・能力の向上、適性に応じた職場の開拓、就職後の定着

の支援を行います。利用期間は原則２年間です。  

就労継続支援  

（Ａ型・Ｂ型）  

一般企業等で就労が困難な方に、働く場の提供やその他活動  

の提供または知識・能力の向上のための訓練、その他必要な  

支援を行います。なお、Ａ型は利用開始時に65歳未満の方が  

対象となり、雇用契約の締結が必要です。  

就労定着支援  
一般就労へ移行した方が就労に伴う生活面の課題に対応できるよう事業

所等との連絡や調整等の支援を行います。利用期間は３年です。  

事業所一覧はこちら → 
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訓
練
等
給
付 

共同生活援助  
（グループホーム） 

原則として昼間は就労または就労継続支援などを利用する方に、共

同生活住居において相談、入浴・排泄・食事の介護その他日常生

活上の援助を行います。 

自立生活援助  
一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅
訪問や随時の対応により日常生活における課題を把握し、必要な
支援を行います。利用期間は、原則１年間です。 

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援  
就学前の児童に、通所によって日常生活における基本的動作の指
導、自活に必要な知識や技能の付与または集団生活への適応のた
めの訓練を行います。 

放課後等デイサ
ービス 

障害のある児童に、授業の終了後又は学校の休業日において、生
活能力向上のための訓練や社会との交流の促進やその他支援を、
継続的に提供することを通じて児童の自立を支援します。 

居宅訪問型  
児童発達支援  

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して
発達支援を行います。 

保育所等訪問
支援  

障害のある児童や保育所などの職員に、障害児施設での指導経験
がある児童指導員や保育士などが保育所などへ訪問し、障害のあ
る児童が集団生活に適応できるように専門的な支援を行います。 

障
害
児
入
所
支
援  

福祉型障害児
入所施設  

施設に入所している障害児を保護し、日常生活の指導及び知識技
能の付与を行います。 

医療型障害児
入所施設  

施設に入所または指定医療機関に入院している障害児を保護し、
日常生活の指導及び知識技能の付与及び治療を行います。 

＜在宅サービス、通所サービス利用時の月額負担上限額（18歳以上）＞ 
 国の条件  国基準額  

生活保護  - 0円  
市民税非課税世帯  - 0円  

課税世帯  
市民税所得割16万円未満  9,300円  
市民税所得割16万円以上  37,200円  

＜在宅サービス、通所サービ
ス利用時の月額負担上限
額（18 歳未満）＞ 

国の条件  国基準額  市独自基準  

生活保護  - 0円  ０円  
市民税非課税世帯  - 0円  ０円  

課税世帯  
市民税所得割28万円未満  4,600円  ０円  
市民税所得割28万円以上  37,200円  ０円  

※18歳未満の方については、保護者の所得に関係なく、障害福祉サービスの利用者負担額は市独自の制度により全額  

助成します。なお、助成額については、市が各事業所に直接お支払いします。  

＜療養介護、施設入所支援、共同生活援助（グループホーム）、宿泊型自立訓練サービス利用時の月額負担上限

額（18歳以上）＞ 

 国基準額  
生活保護  0円  

市民税非課税世帯  0円  

課税世帯  37,200円  

＜障害児入所施設等利用時の月額負担上限額（18歳未満）＞ 

 国の条件  国基準額  
生活保護  - 0円  

市民税非課税世帯  - 0円  

課税世帯  
市民税所得割28万円未満  ９，３００円  
市民税所得割28万円以上  37,200円  

※相談支援の利用に伴う費用の利用者負担はありません。 

※介護給付と障害児通所給付の併用、介護給付と介護保険サービスの併用等されている方は高額障害福祉サービス等  

給付の対象となる可能性があります。  
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＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。サービスによって別途必要となるものがございますの 

で、事前に窓口へお問合せください。 

① 障害福祉サービス受給者証  ※交付を受けている方のみ必要です。 

② 障害者手帳  ※交付を受けている方のみ必要です。 

③ 本人（18 歳未満の方は保護者）の個人番号（マイナンバー） 

④ 市民税課税（非課税）証明書  ※自己負担上限額の算定に必要となる年の 1月 1日現

在、市内に住民票のない方のみ必要です。  

 

（２）補装具  身                                          窓口：障害福祉課⑤ 

障害の内容や程度によって、その必要性が認められた方は、あらかじめ申請を行った場合、

基準額内で次表のとおり補装具の購入または修理費用等の支給を受けることができます。国

の基準では利用者負担額が１割ですが、鎌倉市では独自の基準を設けて全額扶助しているた

め、基準額内の場合には、費用の負担はありません。ただし、同品目について介護保険制度で

対応できる場合には、交付の対象にならないことがあります。また、市町村民税の所得割によっ

て給付に制限がある場合があります。 

補装具の巡回相談については、毎月１回県立総合療育相談センターで行っています。ご利

用の際は予約が必要となりますので、窓口へご連絡ください。 

 ＜補装具の種類等＞ 
 補装具の種類  備考  

視覚障害 
盲人安全つえ 普通用・携帯用・身体支持併用 
義眼 普通・特殊・コンタクト 
眼鏡 矯正・遮光・弱視・コンタクトレンズ 

聴覚障害 補聴器  
ポケット（箱）型・耳かけ型・耳あな型・骨導
式・ＦＭ補聴システム 

肢体不自由 

義肢(義手・義足)・装具  
座位保持装置  
車いす  

電動車いす 
重度の歩行困難があり、歩行機能の代償がな
い方 

歩行補助つえ  
歩行器  
座位保持いす 18歳未満のみ 
排便補助具 18歳未満のみ 
起立保持具 18歳未満のみ 
頭部保持具 18歳未満のみ 
重度障害者用意思伝達装置  

＜手続き＞ 

購入または修理前に申請が必要です。申請に必要なものは次のとおりです。 

補装具の種類によっては、交付決定まで 2～3 か月かかる場合があります。詳しくは、窓  

口へお問合せください。 

① 見積書  

② 医師の意見書（指定書式によるもの）
※

 

③ 本人（18 歳未満の方は保護者）の個人番号（マイナンバー）  

④ 身体障害者手帳  

※購入または修理等を希望する補装具の種類によっては医師の意見書が不要となる可能

性があります。また、任意書式でも受付可能となる場合があります。また、申請する補装具の

種類によっては処方箋等も必要な場合があります。 
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４ 地域生活支援事業                     

障害のある方が、地域で自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、障害の

ある方等のニーズを踏まえた支援サービスを提供しています。 

申請に必要なものについては、それぞれのサービスによって異なりますので、各窓口へお問合

せください。 

 

（１）日常生活用具給付事業  身・知・精                      窓口：障害福祉課⑤ 

   日常生活を容易にするため、購入前に申請を行った場合、基準額内で次表のとおり用具が 

給付されます。ただし、介護保険法で対応できる品目は、給付の対象になりません。 

なお、世帯全員の所得税額等の合算による自己負担額がありますが、埋込型人工喉頭用

人工鼻、点字図書及び排泄管理支援用具については、鎌倉市で独自の支援を設けて全額扶

助しているため、自己負担はありません。また、申請受付日時点で 18歳未満の場合は、自己負

担はありません。原則、在宅の方が対象です。申請時には申請書と見積書が必要です。 

＜日常生活用具の種類等＞ 
用具  種類  備考  

介護・訓練
支援用具  

特殊寝台  下肢又は体幹機能障害２級以上  
特殊マット 下肢又は体幹機能障害１級 (常時、介護を要する方に限る) 
特殊尿器  下肢又は体幹機能障害１級 (常時、介護を要する方に限る) 

入浴担架  
下肢又は体幹機能障害２級以上 (入浴の際に、介助を要する方
に限る) 

体位変換器  
下肢又は体幹機能障害２級以上 (下着交換等の際に、介助を要
する方に限る) 

移動用リフト 下肢又は体幹機能障害２級以上  

訓練いす 
身体障害者手帳の交付を受けた児童で、障害 (下肢又は体幹
機能障害に限る)の程度が１級または２級で、原則３歳以上  

訓練用ベッド 
身体障害者手帳の交付を受けた児童で、下肢または体幹機能
障害の程度が１級又は２級で、原則学齢児以上  

自立生活  
支援用具  

入浴補助用具  
下肢又は体幹機能障害のある方（入浴の際に、介助を必要とす
る方に限る） 

便器  下肢又は体幹機能障害２級以上  

頭部保護帽  
身体障害児・者で頻繁に転倒の恐れがある方、知的障害児・者
については、障害の程度が重度又は最重度で、てんかんの発作
等により頻繁に転倒する方  

Ｔ字状・棒状の杖  身体障害があり、杖なしで歩行が困難な方  

移動・移乗支援  
用具  

平衡機能又は下肢もしくは体幹機能の障害があり、家庭内の移
動等の際に、介助を必要とする方  

特殊便器  上肢障害２級以上  

火災警報機  療育手帳重度以上、身体障害者手帳２級以上  
または精神障害者保健福祉手帳１級  

自動消火器  

電磁調理器  視覚障害２級以上  

歩行時間延長信号
機用小型送信機  

視覚障害２級以上  

聴覚障害者屋内  
信号装置  

聴覚障害２級  
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用具  種類  備考  
自立生活  
支援用具  

緊急時安否確認  
用具  

肢体不自由２級（下肢又は体幹機能を含む。）以上又は聴覚障
害３級以上  

在宅療養等
支援用具  

透析液加温器  
腎臓機能障害３級以上で自己連続携行式腹膜灌流法  （ＣＡＰ
Ｄ） による透析療法を行なう方  

ネブライザー 
呼吸器機能障害３級以上または同程度の身体障害があり、必
要と認められる方  

電気式たん吸引器  
呼吸器機能障害３級以上または同程度の身体障害があり、必
要と認められる方  

パルスオキシメータ
ー 

呼吸器機能障害または心臓機能障害の程度が３級以上、もしく
は身体障害者手帳 3 級以上であって必要と認められる方  

酸素ボンベ運搬車  医療保険における在宅酸素療法を行なう方  

人工呼吸器用非常
用電源装置  

在宅で人工呼吸器を常時使用しており、呼吸機能障害３級以上
の身体障害児・者  

人工呼吸器用外部
バッテリー 

在宅で人工呼吸器を常時使用しており、呼吸機能障害３級以上
の身体障害児・者  

視覚障害者用音声
体温計  

視覚障害２級以上  

視覚障害者用体重
計  

視覚障害２級以上  

 
視覚障害者用血圧
計  

視覚障害２級以上  

情報･意思
疎通支援  
用具  

携帯用会話補助  
装置  

音声機能若しくは言語機能障害または肢体障害があり、発声・
発語に著しい障害を有する方  

情報・通信支援  
用具  

視覚又は上肢機能障害２級以上（児童を含む）  

点 字 ディスプレ イ 視覚障害２級以上であり、必要と認められる方  
点字器  視覚障害児・者  

点字タイプライター 
視覚障害２級以上 (本人が就労もしくは就学しているかまたは就
労が見込まれる方に限る) 

視覚障害者用ポー
タブルレコーダー 

視覚障害２級以上  

視覚障害者用活字
文書読上げ装置  

視覚障害２級以上  

視覚障害者用読書
器  

視覚障害があり、本装置により文字等を読むことが可能になる方  

視覚障害者用時計  視覚障害２級以上  
聴覚障害者用通信
装置  

聴覚障害者または発声・発語に著しい障害があり、コミュニケー
ション、緊急連絡等の手段として必要と認められる方  

聴覚障害者用情報
受信装置  

聴覚障害があり、本装置によりテレビの視聴が可能になる方  

人工喉頭  
(笛式・電動式 ) 

音声機能若しくは言語機能障害または肢体障害があり、発声・
発語に著しい障害を有する方  

人工喉頭  
（埋込型人工喉頭
用人工鼻（シャント
発声するために必
要 な 消 耗 品 一
式）） 

音声機能若しくは言語機能障害があり、埋込型人工喉頭を常
時使用している方  

視覚障害者用ワー
ドプロセッサー 

視覚障害のある方  

点字図書  主に、点字によって情報を入手している視覚障害のある方  

排泄管理  
支援用具  

ストーマ装具  
ストーマ造設、高度の排便機能障害、高度の排尿機能障害のあ
る方  

紙おむつ等  
脳原性運動機能障害があり、意思表示の困難、乳幼児期以前
（３歳未満）に障害が発症しているなど所定の要件を満たす方  

収尿器  高度の排尿機能障害のある方  

住宅改修費  
居宅生活動作補助
用具  

下肢、体幹機能障害または乳幼児期以前の非進行性の脳病変
による運動機能障害  (移動機能障害に限る) があり、障害等級
３級以上の方  （ただし、特殊便器へ取り替えする場合は上肢障
害２級以上の方） 
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■難病等のある方■ 
用具  種類  備考  

介護・訓練
支援用具  

特殊寝台  寝たきりの状態にある方  
特殊マット 寝たきりの状態にある方  
特殊尿器  自力で排尿が困難な方  
体位変換器  寝たきりの状態にある方  
移動用リフト 下肢又は体幹機能に障害のある方  
訓練用ベッド 下肢又は体幹機能に障害のある方  
入浴補助用具  入浴の際に、介助を要する方  
便器  常時、介護を要する方  
移動・移乗支援用具  下肢に障害のある方  
特殊便器  上肢に障害のある方  

自動消火器  
火災発生の感知及び避難が著しく困難
な難病患者等  

ネブライザー 呼吸機能に障害のある方  

在宅療養等  
支援用具  

電気式たん吸引器  呼吸機能に障害のある方  
動脈血中酸素飽和度測定器
(パルスオキシメーター) 

人工呼吸器の装着が必要な方  

人工呼吸器用非常用電源装
置  

在宅で人工呼吸器を常時使用してお
り、呼吸器機能に障害のある者  

人工呼吸器用外部バッテリー 
在宅で人工呼吸器を常時使用してお
り、呼吸器機能に障害のある者  

住宅改修費  居宅生活動作補助用具  下肢又は体幹機能に障害のある方  

 

（２）移動支援事業  身・知・精                              窓口：障害福祉課⑤ 

    移動が困難な方が充実した日常生活を営むことができるよう、ヘルパーを派遣し、社会参加  

等に必要な外出時の支援を行っています。  

 ご利用にあたっては、あらかじめ申請が必要となり、支援サービスの支給決定を受ける必要  

があります。詳しくは窓口にお問い合わせください。 

＜対象等＞ 

対象者  

次の１から４のいずれかに該当する方で、 
１ 身体障害児・者のうち、移動に著しい制限のある視覚障害又は重度の全身性
障害のある方（両上肢及び両下肢の機能に障害があり、外出が困難な方又は
これと同等にサービスが必要であると市が認める方）。 

２ 知的障害並びに更生相談所及び児童相談所で知的な障害があると判定され
た方で、療育手帳の交付を受けている方  

３ 精神保健福祉手帳の交付を受けている方  
４  障害者総合支援法及び児童福祉法に規定する難病患者等であって、移動に
著しい制限があると市が認める方。 

利用者  

負担  

費用の 1 割です。※上限月額あり。 
※18 歳未満の方については、保護者の所得に関係なく、利用者負担はありませ
ん。ただし、交通費や食費等実費負担はあります。 

 

（３）日中一時支援事業  身・知・精                          窓口：障害福祉課⑤ 

日中において、障害者の方の介護者が、一時的な休息や病気等の理由により家庭において

介護ができない場合に、一時的に事業所で見守り・活動の場を提供し、その他必要な日常生

活の支援を行います。※18歳未満の方については、利用者負担はありません。ただし、おやつ代

等の実費負担はあります。 

 

 

 

 



- 19 - 

 

（4）地域活動支援センター事業  身・知・精                    窓口：障害福祉課⑤ 

相談支援を行うとともに日中における活動の場を確保し、創作的活動または生産活動の機  

会の提供などの事業を実施します。 

地域活動支援センターについては、市内の福祉施設・事業所一覧をご参照ください。 

 

 

 

（5）障害者相談支援事業  身・知・精                        窓口：障害福祉課⑤ 

     障害のある方からの相談に応じ、必要な情報の提供・助言、障害福祉サービスの利用支援、

関係機関との連絡調整など必要な援助を行います。 

障害者相談支援事業所については、市内の福祉施設・事業所一覧の一般相談（障害児・

者に関する相談）をご参照ください。 

 

 

（６）成年後見制度利用支援事業  知・精                                  

窓口：鎌倉市成年後見センターＴＥＬ０４６７（３８）８００３  

障害福祉課⑤、高齢者いきいき課⑧   

知的障害や精神障害、認知症などによって判断能力が十分でない方は、財産の管理や福

祉サービスの契約などを行うのが難しい場合があります。このような判断能力の不十分な方々

の権利を法律面や生活面から保護し、支援するのが成年後見制度です。 

鎌倉市成年後見センターでは、市内に在住する方及びその親族等の成年後見制度の利用

をはじめ、権利擁護に関する相談を随時相談（担当：鎌倉市社会福祉協議会職員）、専門相

談（要予約、担当：弁護士・司法書士・行政書士・社会福祉士）を行い、実施しています。  

また、経済的な事情で成年後見制度の利用に関する費用の負担が困難な場合、要件を満

たす人については、家庭裁判所の定める額の範囲内で一部の費用助成が受けられます（法定

後見制度利用の場合に限ります）。  

 

事業所一覧はこちら → 

事業所一覧はこちら → 
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５ 手当・年金等                       
（１）鎌倉市障害者福祉手当  身・知・精                       窓口：障害福祉課⑤ 

障害者の福祉の増進を図るため、鎌倉市では独自に障害者福祉手当を支給します。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

次の1から3のいずれかに該当する方。 
1 身体障害者手帳：１級、２級、３級  
2 精神障害者保健福祉手帳：１級  
3 その他（療育手帳を含む）：知能指数50以下  

在住要件  市内にお住まいの方  

在宅要件  特定の医療機関や障害者支援施設等に入院（入所）していない在宅の方  

年齢要件  
65歳よりも前に、障害要件に該当していた方  
※65歳以降に、新たに手帳を取得した方、知能指数が50以下の判定を受
けた方は対象となりません。 

支給制限  所得による支給制限があります。所得の状況を証明する書類が必要なこと
があります。 

支給額  月額2,000円  

支給月  ９月と３月（それぞれ12,000円を支給） 

その他  申請した月から支給対象となります。 

 

（２）神奈川県在宅重度障害者等手当  身・知・精              窓口：障害福祉課⑤ 

在宅で常時介護を必要とする生活上の困難性の高い重度重複障害者等に手当が支給さ

れます。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

次の１から６のいずれかに該当する方  
１ 身体障害者手帳１級、２級＋療育手帳Ａ１、Ａ２、Ｂ１※（または知能指数５０以

下の判定証明書）  
２ 身体障害者手帳１級、２級＋精神障害者保健福祉手帳１級  
３  精神障害者保健福祉手帳１級＋療育手帳Ａ１、Ａ２※（または知能指数３５

以下の判定証明書）  
４ 身体障害者手帳３級＋精神障害者保健福祉手帳１級＋療育手帳Ｂ１※（ま

たは知能指数５０以下の判定証明書）  
５ 特別障害者手当を受給されている方  
６ 障害児福祉手当を受給されている方  
※１、４の場合には療育手帳の等級が「Ｂ１」、３の場合は療育手帳の等級が「Ａ  
２」であっても知能指数によっては要件を満たさないことがあります。  

在住要件  毎年８月１日現在で６か月以上県内に継続してお住まいの方  

在宅要件  

基準日の前日までの１年間（前年８月１日から当年７月31日）に、継続して３か
月を超えて、医療機関や障害者支援施設等に入院（入所）していない方  
※対象となる医療機関や障害者支援施設等については、窓口へお問合せくだ
さい。 

年齢要件  

次の１から５のうち１つでもあてはまる方  

１ 65歳よりも前に、身体障害者手帳の交付を受けたことがある方  

２ 65歳よりも前に、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けたことがある方  

３ 65歳よりも前に、療育手帳の交付を受けるなど、児童相談所や更生相談所など

において知的障害者と判定された方  

４ 65歳よりも前に特別障害者手当または障害児福祉手当を受けたことがある方  

５ 平成21年度に神奈川県在宅重度障害者等手当を受給された方  

支給制限  
所得による支給制限があります。「所得状況届」や所得の状況を証明する
書類が必要なことがあります。 

支給額  年額60,000円  

支給月  原則毎年１月  

その他  毎年「現況届」の提出が必要です。 
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（３）国の福祉手当（特別障害者手当） 身・知・精           

窓口：障害福祉課⑤ 

精神又は身体に著しく重度の障害を有し、日常生活において常時特別の介護を必要とする特別  

別障害者の福祉の向上を図るため、特別障害者に重度の障害のため必要となる精神的、物質的

な特別の負担の軽減の一助として、手当が支給されます。詳しくは窓口へお問合せください。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

次の１から５のいずれかに該当する方  
１ 障害の重複  
２ 障害の三重複  
３ 両上肢・両下肢・体幹＋日常生活動作  
４ 内部障害・その他の疾患＋安静度  
５ 精神障害＋日常生活能力  
※障害及びその程度について、詳細な要件があります。  

在宅要件  医療機関に３か月を超えて入院や障害者支援施設等に入所していない方  

年齢要件  20歳以上  

支給制限  
受給者もしくはその配偶者または扶養義務者の前年の所得が一定の額以
上である場合は、支給されません。所得の状況を証明する書類が必要なこと
があります。 

支給額  月額29,590円  

支給月  原則毎年2月、5月、8月、11月にそれぞれの前月分までを支給  

その他  毎年「現況届」の提出が必要です。物価スライド制が導入されています。 

 

（４）国の福祉手当（障害児福祉手当） 身・知・精           

窓口：障害福祉課⑤ 

    特別障害児の福祉の向上を図るため、重度障害児に対して、その障害のため必要となる精神的、  

物質的な特別の負担の軽減の一助として手当が支給されます。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜支給要件等＞ 

障害要件  

次の１、２のいずれかに該当する方  
1 重度の身体障害のために、常に介護が必要である 
2 重度の知的・精神障害により、常に介護を必要とする 
※障害及びその程度について、詳細な要件があります。 

在宅等  

要件  
障害者支援施設等に入所または障害を支給事由とする公的年金を受けて
いない方。 

年齢要件  20歳未満  

支給制限  受給者の扶養義務者の前年の所得が一定の額以上である場合は、支給さ
れません。所得の状況を証明する書類が必要なことがあります。 

支給額  月額16,100円  

支給月  原則毎年2月、5月、8月、11月にそれぞれの前月分までを支給  

その他  毎年「現況届」の提出が必要です。物価スライド制が導入されています。 
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（５）国の福祉手当（特別児童扶養手当） 身・知・精          

窓口：こども家庭センター（こども家庭相談課）㊷  

    精神又は身体に障害のある児童の福祉の増進を図るため、手当が支給されます。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

次の１から３のいずれかに該当する児童を養育している父母等  
１ 身体障害程度１・２・３級及び４級の一部の児童  
２ 知的の障害で、１と同程度以上と認められる児童  
３ １、２に準ずる障害のある児童  
※詳しくは、窓口へお問合せください。 

在宅要件  家庭で養育している方  

年齢要件  20歳未満の児童を養育している父母等  

支給制限  受給者もしくはその配偶者または扶養義務者の前年の所得が一定の額以
上の場合は、支給されません。 

支給額  1 級  月額５6，80０円、2 級  月額３7，８3０円  

支給月  原則毎年4月、8月にそれぞれの前月分まで、11月に当月分までを支給  

その他  物価スライド制が導入されています。 

 

（６）児童扶養手当  身・知・精            

窓口：こども家庭センター（こども家庭相談課）㊷  

    父または母と生計を同じくしていない子どもが育成される家庭（ひとり親家庭等）の生活の安定  

   と自立の促進に寄与し、子どもの福祉の増進を図るため、手当が支給されます。詳しくは、窓口へ 

   お問合せください。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

次の１から９のいずれかに該当する児童を養育している父、母または養育者  
１ 父母が婚姻を解消した子ども  
２ 父または母が死亡した子ども  
３ 父または母が一定程度の障害の状態にある子ども 
４ 父または母が生死不明の子ども 
５ 父または母が１年以上遺棄している子ども  
６ 父または母が裁判所からのＤＶ保護命令を受けた子ども 
７ 父または母が１年以上拘禁されている子ども  
８ 婚姻によらないで生まれた子ども 
９ 棄児などで父母がいるかいないかが明らかでない子ども 

在宅要件  18歳に達する日以後の最初の３月 31日までの間にある者または20歳未満
で、政令で定める程度の障害の状態にある者  

支給制限  養育者等の前年の所得が一定の額以上の場合は、支給されません。  

 

支給額    

◎子どもが１人の場合  
全部支給：４６，６９０円  
一部支給：４６，６８０円～１１，０１０円（所得に応じて決定）  

◎子ども２人目の加算額  
全部支給：11,030円  
一部支給：11,020円～5,520円（所得に応じて決定）  

 

支給月  原則、毎年奇数月にそれぞれの前月分までを支給。  

その他  物価スライド制が導入されています。  
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（７）障害基礎年金  身・知・精                      窓口：保険年金課年金担当⑨ 

    被保険者等が病気やケガで障害を負い、日常生活に著しい制限を受ける場合などに、生活  

保障を行うために支給されます。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

次の１から３のいずれにも該当する方  
１ 国民年金に加入している間に、障害の原因となった病気やケガに 
ついて初めて医師または歯科医師の診療を受けた日（これを「初  
診日」といいます。）があること※20歳前や60歳以上65歳未満（年金制
度に加入していない期間）で、日本国内に住んでいる間に初診日がある
ときも含みます。 

２ 一定の障害の状態にあること 
３ 初診日の前日において、次の納付要件のいずれかを満たしている  
こと 
(1)初診日のある月の前々月までの公的年金の加入期間の2/3以上の
期間について、保険料が納付または免除されていること 
(2)初診日において65歳未満であり、初診日のある月の前々月までの１
年間に保険料の未納がないこと 

※年金制度に加入していない20歳前に初診日がある場合は、納付要  
件はありません。 

※初診日が厚生年金加入中にある場合は、障害厚生年金での請求となり、
手続きは年金事務所で行います。また、初診日及び障害認定日（原則、
初診日から1年6か月経過した日）が平成27年9月30日以前で共済組
合加入中にある場合は、障害共済年金での請求となり、手続きは各共済
組合で行います。 
※初診日が国民年金第３号被保険者（厚生年金被保険者に扶養さ 
れている配偶者）の期間中の場合、手続きは年金事務所となります。 

支給額
（年額） 

◎1級  1,039,625円+子の加算  
◎2級    831,700円+子の加算  
◎子の加算  第1子・第2子  １人につき239,300円  

第3子以降   １人につき各79,800円  
子とは１、２のいずれかをいいます。 
１ 18歳到達年度の末日 (3月31日 )を経過していない子  
２ 20歳未満で障害等級1級または2級の障害者  

支給制限  20歳前の障害が原因の障害基礎年金には、本人の所得が一定の額以上
である場合、支給制限があります。 

支給月  原則毎年２月、4月、６月、8月、10月、12月にそれぞれの前月分までを支給  

 

（８）特別障害給付金  身・知・精                    窓口：保険年金課年金担当⑨ 

        国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受給していない障害のあ

る方に、福祉的措置として支給されます。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜支給要件等＞ 

 

 

対象者  

 

次の１、２のいずれかに該当する方で、任意加入していなかった期間内に初
診日があり、現在、障害基礎年金の１級、２級相当の障害の状態にある方
が対象となります。ただし、65歳に達する日の前日までに当該障害状態に
該当された方に限ります。 
１ 平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生  

２ 昭和61年３月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等（厚生

年金保険、共済組合等）の配偶者  

支給額  ◎障害基礎年金1級相当に該当する方  月額56,850円  
◎障害基礎年金2級相当に該当する方  月額45,480円  

支給制限  所得による支給制限、年金を受給しているときには支給調整があります。 

支給月  原則毎年２月、4月、６月、8月、10月、12月にそれぞれの前月分までを支
給  
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（９）外国籍障害者等福祉給付金  身・知・精                  窓口：障害福祉課⑤ 

    公的年金の受給要件を制度上満たすことができない在日外国人高齢者及び障害者の福

祉の向上を図るため、給付金が支給されます。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜支給要件等＞ 

対象者  

昭和61年３月31日以前から日本に居住し、本市に住民登録をしている方ま
たは本市に係る施設入所をしている方のうち、公的年金の受給要件を制度
上満たすことができない方で次の１から３のいずれかに該当する方  
１ 身体障害程度１・２・３級の方  
２ 知的障害（療育手帳Ａ１・Ａ２・Ｂ１の方） 
３ 精神障害程度１・２級の方  

支給額  ◎重度の障害者に該当する方  月額38,000円  
◎中度の障害者に該当する方  月額26,000円  

支給制限  本人の所得が一定の額以上である場合など、支給制限があります。 

支給月  原則毎年３月、９月にそれぞれの前月分までを支給  

その他  毎年7月に「現況届」の提出が必要です。 

 

（10）神奈川県心身障害者扶養共済制度  身・知・精           

窓口：障害福祉課⑤ 

障害のある方を扶養している保護者が一定の掛金を掛け、死亡または重度の障害になっ 

た場合に、扶養していた障害のある方へ加入口数に応じて年金が支給されます。 

詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜加入要件等＞ 

障害要件  

次の１から３に該当する障害のある方で、将来独立自活することが困難である
と認められる方  
１ 身体障害者手帳１級～３級の交付を受けている方  
２ 知的障害のある方  
３  精神または身体に永続的な障害のある方（統合失調症、進行性筋萎縮
症、自閉症、血友病など）で、その障害の程度が１または２と同程度と認め
られる方  

加入資格  

加入資格は、次の１から３に該当する方  
１ 住所が県内にあること（横浜・川崎・相模原を除く）  
２ 65歳未満であること 
３ 特別の疾病や障害がなく、生命保険に加入できる健康状態であること 

支給額  ◎１口加入のとき 月額20,000円  
◎２口加入のとき 月額40,000円  
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６ 税の軽減                         

（１）所得税の障害者控除  身・知・精                 

窓口：税務署または年末調整する給与所得者は勤務先給与担当  

納税者、同一生計配偶者または扶養親族（16歳未満の年少扶養を含む）が次表の対象  

者に該当する場合は、所得税の所得控除が受けられます。 

＜対象者と区分等＞ 

対象者と区分  

所得から差し引かれる金額  

本人が障害者  
同一生計配偶
者または扶養親
族が障害者  

◎障害者  
１ 身体障害者手帳や戦傷病者手帳、精神障害者
保健福祉手帳の発行を受けている方  

２ 精神保健指定医などにより知的障害者と判定さ
れた方  

３ 65 歳以上で障害の程度が障害者に準ずるもの
として福祉事務所長の認定を受けている方など 

27 万円  

◎特別障害者  
次の１から 4 に該当する方など 
１ 身体障害者手帳１・２級  
２ 精神障害者保健福祉手帳１級  
３ 重度の知的障害者と判定された方（療育手  
帳Ａ１・Ａ２）など 

４ 65 歳以上で障害の程度が特別障害者に準ずる
ものとして福祉事務所長の認定を受けている方
など 

40 万円  

◎同居特別障害者  
特別障害者である同一生計配偶者や扶養親族で、
納税者やその配偶者、生計を一にする親族のどなた
かとの同居を常としている方  

  75 万円  

※65歳以上で介護保険の要介護の認定を受けている方は、障害者控除の対象者として福祉事
務所長の認定を受けることで障害者控除を受けられる場合があります。福祉事務所長の認定に
ついて詳しくは、高齢者いきいき課⑧番窓口へお問合せください。 

※所得税は年単位で課税され、控除の判定日はその年の12月31日です。新たに対象となられた
方は、判定日を含む年分の所得税から控除が適用されます。 

＜手続き＞ 

   毎年、年末調整、確定申告で申告をしてください。なお、申告等の手続きをすると、勤務先また

は税務署から市役所にその内容が連絡され、翌年度の市民税・県民税においても控除等が適

用されますので、重ねて市民税・県民税の申告をする必要はありません。 
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（２）市民税・県民税の障害者控除等  身・知・精            

窓口：市民税課⑯⑰または年末調整する給与所得者は勤務先の給与担当  

＜非課税・減免＞ 

納税者本人が１月１日現在、障害者に該当する場合、その年度は次表の区分により非課税

または減免となります。 

区分  内容  

前年の合計所得金額が135万円以下の方  市民税・県民税が非課税  

前年の合計所得金額が135万円超145万円以下の方  市民税のみ免除  

前年の合計所得金額が145万円超155万円以下の方  市民税所得割が半額免除  

 ※合計所得金額とは、収入金額から必要経費等を引いた所得金額の合計額です。 
前年からの繰越控除の適用はありません。 

※詳しくは市民税課へお問い合わせください。 

＜障害者控除＞ 

納税者本人または同一生計配偶者や扶養親族（16歳未満の年少扶養を含む）が障害者

に該当する場合、市民税・県民税において次表の区分により控除が受けられます。 

対象者と区分  

控除額  

本人が障害者  
同一生計配偶
者または扶養親
族が障害者  

◎障害者  
次の１から３のいずれかに該当する方  
１ 身体障害者手帳や戦傷病者手帳、精神障害  
者保健福祉手帳の発行を受けている方  

２ 精神保健指定医などにより知的障害者と判  
定された方  

３ 65 歳以上で障害の程度が障害者に準ずるも 
のとして福祉事務所長の認定を受けている方な

ど 

26 万円  

◎特別障害者  
次の１から 4 のいずれかに該当する方など 
１ 身体障害者手帳１・２級  
２ 精神障害者保健福祉手帳１級  
３ 重度の知的障害者と判定された方（療育手  
帳Ａ１・Ａ２）など 

４ 65 歳以上で障害の程度が特別障害者に準ずる
ものとして福祉事務所長の認定を受けている方
など 

30 万円  

◎同居特別障害者  
特別障害者である同一生計配偶者や扶養親族で、
納税者やその配偶者、生計を一にする親族のどなた
かとの同居を常としている方  

  53 万円  

※65歳以上で介護保険の要介護の認定を受けている方は、障害者控除の対象者として福祉事務
所長の認定を受けることで障害者控除を受けられる場合があります。福祉事務所長の認定につ
いて詳しくは、高齢者いきいき課⑧番窓口へお問合せください。 

※市民税・県民税は前年の所得等にもとづき年度単位で課税され、課税年度の前年12月31日
時点で対象者となっている方は、翌年度の６月に課税される市民税・県民税に控除を適用するこ
とができます。 

＜手続き＞ 

   毎年、年末調整、確定申告で申告をしてください。年末調整、確定申告をしない場合は、市民税・

県民税申告で申告をしてください。 
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（３）相続税の障害者控除  身・知・精        窓口：鎌倉税務署 TEL0467(22)5591 

障害者が相続により財産を取得する場合、相続税の控除があります。手続きなどの詳細は、

税務署へお問合せください。 

＜対象者と区分等＞ 

対象者と区分  控除額  

◎障害者（p.25 ６（１）所得税の障害者控

除（障害者）にほぼ同じ） 
10万円×(85歳－障害者の満年齢 ) 

◎特別障害者（p.25 ６（１）所得税の障害

者控除（特別障害者）にほぼ同じ） 
20万円×(85歳－障害者の満年齢 )  

 

（４）贈与税の非課税  身・知・精            窓口：鎌倉税務署 TEL0467(22)5591 

特定障害者※の方の生活費などに充てるために、一定の信託契約に基づいて特定障害者

の方を受益者とする財産の信託があったときは、その信託受益権の価額のうち、特別障害者で

ある特定障害者の方は、6,000万円まで、特別障害者以外の特定障害者の方は、3,000万

円まで贈与税がかかりません。手続きなどの詳細は、税務署へお問合せください。 

※特定障害者とは、特別障害者または一定の障害の要件に当てはまる方をいいます。 

 

（５）個人事業税の非課税・減免  身                  

窓口：横須賀県税事務所 TEL046(823)0210 

次に該当する場合、個人事業税が減免されます。手続きなどの詳細は、県税事務所へお問

合せください。 

＜対象者等＞ 

対象者  内容  

視覚障害者のうち両眼の視力
0.06以下の方  

あんま、マッサージ、指圧、はり、きゅう、柔道整復その他
の医業に類する事業を個人で営む場合は、個人事業
税が非課税となります。 

身体障害者手帳１級～４級を
有する方  

事業を個人で営む場合は、申請により個人事業税の
減免を受けられます。（上限5,000円） 
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（６）自動車税（種別割）、軽自動車税（種別割）及び環境性能割の減免   身・知・精      

＜自動車税（種別割）及び環境性能割＞窓口：横須賀県税事務所 TEL046（823）0210 

障害のある方等が使用する自動車または施設入所されている方の一時帰宅用自動車の自

動車税（種別割）及び環境性能割が減免されます。手続きなどの詳細は、県税事務所へお問

合せください。 

減免の 

対象となる 

自動車  

障害者、養護者またはその方と生計を一にする方が所有する自動車で、
次に該当する場合。なお、軽自動車税（種別割）（原動機付自転車を含
む）の減免を含め、１人につき１台です。 

自動車を取得（所有）する方  自動車をもっぱら運転する方  

１ 障害要件を満たす方  
障害要件を満たす方  
障害要件を満たす方と生計を一
にする方  

２  障害要件を満たす方と生計を一
にする方  

障害要件を満たす方  
障害要件を満たす方と生計を一
にする方  

３ 身体障害者等※の方のみで 
構成される世帯の障害者の方  

障害要件を満たす方を常時介
護する方  

４  障害福祉施設に入所している障
害者の方（別途、障害要件あり）
を養護する方またはその方と生計
を一にする方※ 

－ 

障害要件  

次の１から３のいずれかに該当する方  
１ 身体障害者の一部  
２ 重度の知的障害者（療育手帳Ａ１・Ａ２） 
３ 精神障害者保健福祉手帳１級  

限度額  

◎自動車税（種別割）（減免の対象となる自動車１から３に該当）  
45,400円  

◎自動車税（種別割）（減免の対象となる自動車４に該当）  
自動車税額の２分の１の額で、22,700円が限度  

◎環境性能割（減免の対象となる自動車１から３に該当） 
課税標準額で300万円  

※ナンバープレートの運輸支局名の次の数字が８で始まる特殊用途自
動車で、自動車検査証（車体の形状欄）に車いす移動車と記載され
ているものなどは全額免除となります。  

その他  
・社会福祉法人、公益法人またはＮＰＯ法人が所有し、在宅福祉サービス
のために使用する自動車の自動車税（種別割）・環境性能割の免除も
あります。 

※身体障害者等の方とは、障害の級別・程度に関わらず、身体障害者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳  

または精神障害者保健福祉手帳の交付を受けているすべての方をいいます。  

 ※障害福祉施設に入所している障害者の方を養護する方またはその方と生計を一にする場合は、障害福  

祉施設が作成する個別支援計画に基づく一時帰宅（年間 24 日以上）のために使用する自動車が対象です。  
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＜軽自動車税（種別割）＞                      窓口：納税課税制担当⑭ 

次に該当する場合、軽自動車税（種別割）が減免されます。手続きなどの詳細は、納税課税制

担当へお問合せください。なお、減免できる軽自動車（原動機付自転車及び二輪車等を含む）は

障害者手帳等の交付を受けている方お一人につき１台です。普通自動車に関する自動車税（種

別割）と重複して減免の申請はできません。 

減免の対象と
なる軽自動車  

障害のある方またはそのご親族（６親等内の血族、配偶者、３親等内の
姻族）が所有する軽自動車で、障害のある方自身またはそのご家族が
障害のある方のための通学・通院・介護・送迎等に専ら使用する場合。  

障害等要件  

次の１から４のいずれかに該当する方。詳細は下記参照。 
１ 身体障害者手帳の交付を受けている方の一部  
２ 療育手帳Ａ１・Ａ２の交付を受けている方  
３ 戦傷病者手帳の交付を受けている方  
４ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方の一部  

＜手続き＞令和４年度から、翌年度以降も引き続き減免の適用を希望する方は、申請時  

       に申し出ていただくことで翌年度以降の申請手続きを省略できるようになりました。 

申請場所等：担当課窓口（郵送申請又はホームぺージから電子申請も可能です。）  

申請期限：当該年度の納税通知書到着～納税通知書に記載の納期限まで（※必着） 

（納税通知書は当該年度の５月初旬にお届けいたします。） 

※納期限を過ぎてからの申請はできませんのでご注意ください。    電子申請用 QR→ 

－必要書類－ 
① 障害者手帳等  （郵送・電子申請時は全ページの写し） 
② 当該軽自動車等を主に運転する方の運転免許証  （郵送・電子申請時は写し） 
③ 自動車検査証（車検証）・原動機付自転車は標識交付証明書  （写し可） 
④ 当該軽自動車税（種別割）の納税通知書  （郵送・電子申請時は写し） 
 

－軽自動車税（種別割）の減免要件について－ 

＜対象者＞ 

ア 障害者手帳の交付を受けている方。ただし、減免を受けることができる障害の等級は次のとおりです。  

視覚  1級から4級まで 

聴覚  2級及び3級  

平衡機能  3級及び5級  

上肢  1級及び2級  

下肢  1級から7級まで 

体幹  1級から3級及び5級  

心臓機能、じん臓機能、呼吸器機能、ぼう

こう又は直腸の機能、小腸の機能  

1、3級及び4級  

音声機能又は言語機能  3級  

ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能  1級から4級まで 

肝臓機能  1級から4級まで 

乳幼児期以前の非進行性脳病変による運

動機能  

上肢機能  1級及び2級（―上肢のみ

に運動機能障害がある場

合を除く。）  

移動機能  1級から7級まで 

イ 療育手帳（療育手帳の障害の程度が「A」と記載のあるもの）の交付を受けている方  

ウ 戦傷病者手帳の交付を受けており、恩給法別表第１号表の二又は三に定める重度障害の程度又は障害の程度

に該当する障害を有する方  

エ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けており、精神障害の程度が国民年金法施行令別表に定める１級の障

害と同程度の状態である方  
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（７）預貯金等の利子非課税  身・知・精                 

窓口：銀行、証券会社、郵便局等  

預貯金や国債・地方債などの利子は、その支払の際に、原則、20.315％(所得税及び復興

特別所得税 15.315％、地方税 5％)の税率を乗じて算出した所得税等が源泉徴収されます

が、次に該当する場合、一定の手続きにより次の非課税制度の適用が受けられます。  

手続きなどの詳細は、銀行、証券会社、郵便局等へお問合せください。 

＜対象者と内容＞ 

対象者  

◎障害者  
身体障害者手帳の交付を受けている方や障害年金を受けている 
方など一定の要件を満たす方  
◎その他の人  
遺族年金や寡婦年金を受けている妻など一定の要件を満たす方  

①障害者等の
少額預金の利
子所得等の非
課税制度 (通
称、障害者等の
マル優 ) 

・対象は預貯金、合同運用信託、特定公募公社債等運用投資信託
及び一定の有価証券です。非課税となるのは先の4種類の貯蓄の元
本の合計額が350万円までの利子です。 
・この制度を利用するためには、最初の預入等をする日までに「非課
税貯蓄申告書」を金融機関の営業所等を経由して税務署長に提出
するとともに、原則として、預入等の都度「非課税貯蓄申込書」を金融
機関の営業所等に提出する必要があります。 

②障害者等の
少額公債の利
子の非課税制
度 (通称、障害
者等の特別  

マル優 ) 

・対象は国債及び地方債の額面の合計額が350万円までの利子で
す。これは、①の障害者等のマル優とは別枠です。 
・この制度を利用するためには、国債や地方債を最初に購入する日ま
でに  「特別非課税貯蓄申告書」をその購入をする証券業者や金融
機関の営業所等の販売機関を経由して税務署長に提出するととも
に、原則として購入の都度「特別非課税貯蓄申込書」を証券業者や
金融機関の営業所等に提出する必要があります。 

③障害者等の
郵便貯金の利
子所得の非課
税制度  

・障害者等の郵便貯金の利子所得の非課税制度は郵政民営化 (平
成19年10月1日 )後に廃止され、①の障害者等のマル優の取扱いに
よることとなっています。なお、郵政民営化前に非課税の適用を受けて
預入された一定の郵便貯金の利子は、満期 (又は解約 )までの間、引
き続き非課税です。  

 

（８）心身障害者扶養共済掛金の控除  身・知・精            

窓口：鎌倉税務署 TEL0467(22)5591 または市民税課⑯⑰ 

心身障害者扶養共済に加入している方は、掛金が所得税や市民税・県民税の控除対象に

なります。 

＜申告方法等＞ 

申告方法  
年末調整または確定申告の際に「給与所得者の保険料控除申告書又  
は確定申告書」の「小規模企業共済等掛金控除」欄に「心身障害者  
共済制度に基づく契約」として掛金の支払額を記入してください。 

その他  掛金の証明書は、毎年県から加入者宛に送られます。 
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７ 公共料金の割引等                     

（１）ＪＲ運賃、私鉄運賃の割引  身・知・精                        窓口：各鉄道会社  

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を持っている方は、運賃などが次

のとおり割引が適用になります。 

なお、精神障害者保健福祉手帳による割引制度については、各鉄道会社により異なります

ので、事前に御確認ください。 

＜割引の内容＞ 

乗車形態 
乗車券 
種別 

割引率 備考 

第１種障害者が介護者とともに乗
車する場合 

普通乗車券 
回数乗車券 
普通急行券 

５割  
私鉄等他鉄道会社とまたがる場合を
含みます。ただし、回数乗車券はJR線
単独の発売となります。 

第１種障害者または12歳未満の
障害者が介護者とともに乗車する
場合 

定期乗車券
(小児定期乗
車券を除く) 

５割  
私鉄等他鉄道会社線とまたがる場合
を含みます。ただし、小児定期旅客運
賃については割引を適用しません。 

第１種、第２種障害者が単独で利
用する場合 

普通乗車券 ５割  

私鉄等他鉄道会社線にまたがる場合
を含みます。ただし、ＪＲは営業キロが
片道100キロを超える場合となりま
す。 

※上記の乗車形態で介護者とともに乗車する場合の割引は、本人、介護者ともに割引が適用され
ます。なお、介助者は１名のみの適用となります。 

※私鉄もＪＲに準じた扱いとなっています。なお、江ノ島電鉄、湘南モノレール、小田急電鉄は単独利
用の適用はありません。 

 

（２）県内バス運賃の割引  身・知・精                           窓口：各バス会社  

障害者手帳の交付を受けている方は、手帳を提示したとき、運賃などが次のとおり割引が適

用になります。 

なお、精神障害者保健福祉手帳は一部のバス会社のみが対象となります。 

＜割引の内容＞ 

 
第一種 第二種  

本人 介護人 本人  介護人  

運賃 ５割引 ５割引 ５割引 － 

定期券 ３割引 ３割引 ３割引 － 

※介助人は１名のみ割引が適用となります。 

※小児定期乗車券については、割引の適用はありません。 

＜手続き＞ 

必要なものは、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳です。 

 

（３）国内航空運賃の割引  身・知・精                           窓口：各航空会社  

身体障害者手帳、療育手帳の交付を受けている方は、運賃が割引になります。精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けている方は、一部の航空会社で運賃が割引になります。身体障害

者手帳、療育手帳の交付を受けている方は介護者も割引となる場合があります。  

 割引内容や精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方への割引制度の有無などの詳

細は、各航空会社へお問合せください。 
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（４）タクシー運賃の割引  身・知・精                          窓口：各タクシー会社  

障害者手帳の交付を受けている方は、手帳を提示することによって運賃が次のとおり割引に

なります。なお、精神障害者保健福祉手帳は一部のタクシーのみが対象となります。 

＜割引の内容＞ 

乗車形態 割引率 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をもっている方が乗車する場合 １割  

 

（５）①タクシー利用料金  ②福祉有償運送利用料金  ③自動車燃料費の助成制度  

身・知・精                                           窓口：障害福祉課⑤ 

重度の障害がある方の社会参加を促進するため、①～③のうち、いずれか１つについて、助  

成します。 

＜助成の内容＞ 

助成要件  

次の１から４のいずれかに該当する方。 
１ 身体障害者手帳１級・２級の交付を受けている方  
２ 指数35以下の方  
３ 身体障害者手帳３級の交付を受け、かつ指数50以下の方  
４ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている方  

在宅要件  施設等に入所していない在宅の方  

助成内容  

①タクシー利
用料金  

500円の利用券を年間48枚  
※10月以降の申請は24枚  
※新規手帳取得者及び転入者は
４枚×申請月～３月までの月数  

1回の乗車で４枚まで使用可  

②福祉  
有償運送利
用料金  

300円の利用券を年間48枚  
※10月以降の申請は、24枚  
※新規手帳取得者及び転入者は
４枚×申請月～３月までの月数  

1回の乗車で４枚まで使用可  

③自動車燃
料費  

助成料金  

1,500円の助成券を年間12枚  
※10月以降の申請は、６枚  
※新規手帳取得者及び転入者は
１枚×申請月～３月までの月数  

1回の給油につき1枚まで使用可  

支給制限  所得による支給制限があります。状況によっては「所得状況届」や所得の状況を証明す
る書類が必要なことがあります。 

その他  

福祉有償運送とは、障害などで、タクシーや電車・バスなどの公共交通機関を利用する
のが困難な方を対象に、ＮＰＯ法人・訪問介護事業者などが、営利とは認められない比
較的安価な値段（別途介助料金が掛かります。）で通院・通所・レジャーなどの送迎を
するサービスです。利用には実施団体への会員登録が必要で、別途手数料が掛かる場
合があります。 

 ＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。 

① 障害者手帳  

② 対象年度の前々年度の１月２日以降に本市へ転入した方は所得を証明できる書類（市

町村民税課税証明書）  

※ 電子申請も受け付けています。 詳しくはホームページをご確認ください。 

https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/142042-u/offer/offerList_detail?temp

Seq=92469 

電子申請システムの二次元コード → 
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（６）フェリー運賃の割引  身・知・精                          窓口：各フェリー会社  

障害者手帳の交付を受けている方は、運賃が割引になる場合があります。割引内容や適用

要件などの詳細については、各フェリー会社へお問合せください。 

 

（７）有料道路通行料金の割引  身・知                        窓口：障害福祉課⑤ 

またはＮＥＸＣＯ東日本お客さまセンターTEL0570(024)024 

    身体障害者手帳、療育手帳をもっている方は、次のとおり割引が適用になります。（精神障

害者保健福祉手帳は対象外。） 

なお、「オンライン申請」を行えます。（「オンライン申請」は窓口への来庁は不要です。） 

オンライン申請の二次元コード → 

 

＜割引の内容＞ 

対象  

次の１または２のいずれかに該当する場合  
１ 身体障害者手帳（第１種、第２種いずれも可）の交付を受けている方が運転す
る自動車  

２ 身体障害者手帳（第１種）または療育手帳（第1種）を持つ方が乗車する自動
車（タクシー、福祉有償運送を含む） 

対象となる車
の要件  

◎身体障害者手帳（第１種、第２種いずれも可）の交付を受けている方が運転す
る場合  

 本人、配偶者、親族、知人等の名義の車、レンタカー、車検時等の代車  
◎身体障害者手帳（第１種）または療育手帳（第1種）を持つ方が乗車し、介護
者が運転する場合  
上記、記載の該当する車に加え、タクシー、福祉有償運送  

※対象となる手帳を持つ方１名につき、登録は１台となりますが、割引申請を行っ
ていればレンタカーや車検時等の代車が対象になる場合があります。詳細は、上記
「ＮＥＸＣＯ東日本お客さまセンター」へお問い合わせください。 

適用除外  法人名義、事業用の車  

割引率  ＮＥＸＣＯ東日本などが管理する有料道路の通行料金の５割  

その他  
ＥＴＣを利用して当該割引を受ける場合は、障害福祉課が発行する証明書を申請
者から有料道路ＥＴＣ割引登録係宛に郵送していただきます。（オンライン申請は
郵送不要です。） 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。（自動車登録を行う場合。） 

① 身体障害者手帳または療育手帳（コピー不可） 

② 自動車検査証（電子車検証の場合は、電子車検証及び自動車検査証記録事項） 

※割賦購入（ローン）又は長期リース（レンタカー等短期リースは含みません。）により自動車を利用し

ている場合で、自動車検査証等の「使用者の氏名又は名称」欄にご家族様氏名が記載されている

ものは対象になります。（手続きの際は、割賦契約書又はリース契約書をお持ちください。割賦購入の

場合は、代金支払債務が残っている場合に限り対象となります。）  

③ 対象となる手帳を持つ方が運転する場合は、本人の運転免許証  

④ ＥＴＣを利用する場合は、本人名義のＥＴＣカード（本人が 18 歳未満のときは親権者名義

でも可）とＥＴＣ車載器セットアップ申込書・証明書（登録を申請する自動車に取り付けら

れたＥＴＣ車載器の車載器管理番号が確認できる書類でも可）  

・自動車登録を行わずに割引申請する場合は、身体障害者手帳または療育手帳をご持参く

ださい。 
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（８）水道料金の減免  身・知・精    

窓口：下水道経営課（本庁舎4階）または鎌倉水道営業所TEL0467(22)6200 

障害者手帳の交付を受けている方は、減免になります。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜減免の内容＞ 

対象  

次の１から５のいずれかに該当する場合  
１ 児童扶養手当・特別児童扶養手当を受給している方がいる世帯  
２ 療育手帳Ａ１・Ａ２の交付を受けている方がいる世帯  
３ 身体障害者手帳１級・２級の交付を受けている方がいる世帯  
４ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている方がいる世帯  
５ ①身体障害者手帳３級  ②療育手帳Ｂ１・Ｂ２  ③精神障害者保健福
祉手帳２級のうち、２つ以上の交付を受けている方がいる世帯（同一
の方が２つ以上の障害を有する場合のみ） 

在宅要件  対象者が在宅で生活している場合  

減免額  
口径25ミリメートル以下の基本料金と１か月あたりの使用水量８立方メ
ートルまでの分に係る従量料金との合計額及びその額に係る消費税相
当額  

※なお、水道料金減免対象者に関する神奈川県企業庁の資格調査に対し、市が回答することが
あります。 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。 

① お客様番号がわかるもの(上下水道使用量のお知らせ等 )（必須ではありませんがお持ちい

ただけると手続きがスムーズです） 

② 手当証書（上に記載した<減免の内容>の対象１に該当する方のみ） 

③ 対象に該当する手帳（上に記載した<減免の内容>の対象２から５に該当する方のみ。な

お、対象５に該当する方は、該当するすべての手帳が必要です。） 

※ 電子申請も受け付けています。 詳しくはホームページをご確認ください。 

 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/r4a/ryoukingaido/genmen.html 

 

   電子申請システムの二次元コード → 

 

（９）下水道使用料の減免  身・知・精             窓口：下水道経営課（本庁舎4階） 

障害者手帳の交付を受けている方は、減免になります。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜減免の内容＞ 

対象  

次の１から５のいずれかに該当する方  

１ 児童扶養手当・特別児童扶養手当を受給している方がいる世帯  

２ 療育手帳Ａ１・Ａ２の交付を受けている方がいる世帯  

３ 身体障害者手帳１級・２級の交付を受けている方がいる世帯  

４ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている方がいる世帯  

５ ①身体障害者手帳３級  ②療育手帳Ｂ１・Ｂ２ ③精神障害者保健福祉

手帳２級のうち、２つ以上の交付を受けている方がいる世帯（同一の方が２

つ以上の障害を有する場合のみ） 

在宅要件  対象者が在宅で生活している場合  

減免額  基本使用料及び基本使用料に係る消費税相当分  
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＜手続き＞ 申請に必要なものは次のとおりです。 

① お客様番号がわかるもの(上下水道使用量のお知らせ等 )（必須ではありませんがお持ちい

ただけると手続きがスムーズです） 

② 手当証書（前のページに記載した<減免の内容>の対象１に該当する方のみ） 

③ 対象に該当する手帳（前のページに記載した<減免の内容>の対象２から５に該当する

方のみ。なお、対象５に該当する方は、該当するすべての手帳が必要です。） 

※減免対象外となった場合は、減免解除の手続きが必要です。（電話連絡可能）  

※電子申請も受け付けています。 詳しくはホームページをご確認ください。 
    ホーム＞くらし・環境＞上下水道＞汚水 (おすい)・雨水（うすい）＞使用者の方へ＞下水道使用料                   

 

    

←減免申請の二次元コード             ←減免解除の二次元コード 

 

 

（10）ＮＨＫ放送受信料の減免  身・知・精     

窓口：障害福祉課⑤またはＮＨＫ横浜放送局  TEL045(212)2822 

障害者手帳の交付を受けている方は、減免になる場合があります。 

＜減免の内容＞ 

全額免除の
対象  

身体障害者、知的障害者、精神障害者が世帯構成員であり、世帯全員が市民  
税非課税の場合（特別区民税を含む） 

半額免除の 
対象  

１ 視覚・聴覚障害者が世帯主でかつ受信契約者の場合  
２ 身体障害者手帳（1・2級）、療育手帳（A1、A2）、精神障害者保健福祉手  
帳（1級）を所持している人が世帯主でかつ受信契約者の場合  

※なお、ＮＨＫ放送受信料減免対象者に関するＮＨＫの資格調査に対し、市が回答することがありま
す。 

 ＜手続き＞ 申請に必要なものは次のとおりです。 

① 障害者手帳  

② 印鑑  

 

（11）ケーブルテレビ、インターネット、携帯電話料金の割引  身・知・精  

                                         窓口：ケーブルテレビ等各社  

割引内容などについて、詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（12）文化施設の入場料の割引  身・知・精                        窓口：各施設  

障害者手帳の交付を受けている方が、手帳を提示することにより入場料の割引などを受け

ることができる施設があります。詳しくは、各施設（県立博物館・鎌倉文学館・鎌倉国宝館な

ど）へお問合せください。 

 

（13）１０４番号案内の無料（ふれあい案内） 身・知・精    

窓口：ふれあい案内  TEL0120(104)174 

電話帳の利用が困難な、視覚または肢体の障害による身体障害者手帳、療育手帳、精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている方を対象に、無料で電話番号を案内する「ふれあい

案内」を提供しています。ご利用には事前に登録が必要です。詳しくは、窓口へお問合せくださ

い。※このサービスは2026年３月末で終了となります。 
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（14）青い鳥郵便葉書の無償配布  身・知  

窓口：郵便局またはお客様サービス相談センター TEL0120(2328)86 

身体障害者手帳１級または２級、療育手帳Ａ１またはＡ２の交付を受けている方を対象に、通

常郵便葉書（無地、インクジェット紙またはくぼみ入り）または通常郵便葉書胡蝶蘭（無地また

はインクジェット紙）のうちいずれか１種類を20枚、配布します。受付期間に申し込みが必要で

す。詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（15）施設等への通所交通費の助成  身・知・精               窓口：障害福祉課⑤ 

社会福祉施設等に公共交通機関を利用して通所している障害のある方に通所交通費を助

成します。 

＜助成の内容＞ 

対象者  

次の１から３のいずれかに該当する方  

１ 本市で特定の介護給付費等の支給決定を受けていて、障害福祉  

サービスを行う事業所に通所する方  

２ 地域活動支援センターに通所する方  

３ 作業を行うため当該施設に通所する方  

※詳細については、窓口へお問合せください。 

適用除外  

次の 1 から 3 のいずれかに該当する場合  

１ 施設の送迎車等を主に利用する場合  

２ 生活保護法による保護を受けている場合  

３ 他の地方公共団体から交通費が支給されている場合  

助成の内容  

対象者の主な居所から施設等まで最も経済的かつ合理的な通常の

経路の運賃を毎月助成します。 

なお、通所に際し、介護者が必要であると市長が認めたとき（第１種の

身体障害者手帳・療育手帳所持者に限る）は、その介護者の運賃も

併せて助成します。 

一部の対象者については、自動車送迎を認めます。単価は１日あたり

100円とします。 

その他  

・助成を受ける前に申請が必要です。 

・助成に際し、申請月から対象となります。 

・毎月の助成金額の上限は、各公共交通機関の１ケ月定期券の金額

となります。 

＜手続き＞ 

申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。 

① 対象者名義の振込先口座が分かるもの  

② 施設に入所している場合など、住民登録と実際の主な居所が異なる方は、居所の所在  

地が分かるもの 

 

 

 

←電子申請システムの二次元コード 
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８ 日常生活の援助                      

（１）住宅設備改造費の助成  身・知                         窓口：障害福祉課⑤ 

在宅の重度障害者の福祉の増進を図ることを目的として、住宅設備改造費の一部を助成し

ます。必ず、工事着手前の申請が必要です。 

＜助成の内容＞ 

対象となる工事  要件  助成上限額  

障害の内容に合わ
せた住宅設備（浴
室、便所、玄関等）の

改造  

次の１から3のいずれかに該当する方  
１  身体障害者手帳１級・２級の交付を受け
ている方  

２  指数35以下と判定された知的障害のあ
る方  

３ 身体障害者手帳３級で指数50以下と判
定された知的障害のある方  

上限60万円  
※ただし対象者
が申請時に65歳
以上の場合には
上限40万円  

天井走行式移動  

リフトの設置  

18歳以上65歳未満の身体障害者手帳の
交付を受けている方のうち、その障害の程度
が下肢または体幹機能障害2級以上の方  

上限100万円  

環境制御装置の 

設置  

18歳以上の身体障害者手帳の交付を受け
ている方のうち、その障害の程度が四肢機能
障害2級以上の方  

上限60万円  

※新築・増改築・リフォームの場合は対象になりません。 
※介護保険制度の対象になる工事は、介護保険住宅改修費が優先されます。  
※所得によって助成上限額の1/3～全額等の自己負担があります。 
※対象要件等は、要綱に基づきます。 

 

（２）訪問入浴サービス 身・知                              窓口：障害福祉課⑤ 

身体障害者等の在宅福祉の向上と介護者の負担軽減を図るため、家族の介助による入浴

が困難な方を対象に、自宅へ移動入浴車を派遣し、訪問入浴サービスを提供します。 

＜サービスの内容＞ 

対象  日常生活を営むのに支障がある重度の身体障害のある方等  
在宅要件  対象者が在宅で生活している場合  

利用者負担額  
所得に応じて負担額を決定します。なお、満18歳に達する日の属する
月までの間は、利用者負担額はありません。 

適用除外  
・介護保険制度の対象になる方は、原則対象外となります。 
・入院治療を必要とする方  
・感染症の疾患であって、他に感染のおそれがある方  

 

（３）車椅子の貸出  身・知・精  

窓口：障害福祉課⑤または鎌倉市社会福祉協議会TEL0467(23)1075 

庁内の手続き等で車椅子が一時的に必要な方に、無料で貸出を行っています。 

外出等で車いすの貸出をご希望の場合は鎌倉市社会福祉協議会（TEL0467-23-1075）

へお申込みください。 

 

（４）図書の郵送、録音図書・点字図書の貸出  身  

窓口：鎌倉市中央図書館TEL0467(25)2611 

対象の方に、本などを郵送にて貸出します。 

また、視覚の障害のある方に、録音図書 (カセットテープ・デイジー)と点字図書の貸出を行っ

ています。詳しくは、窓口へお問合せください。 
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 ＜図書の郵送＞ 

対象者  

次の１から３のいずれかに該当する方  
１  心臓機能障害、腎臓機能障害、呼吸器機能障害、膀胱または直
腸機能障害、小腸機能障害のいずれかの障害により、身体障害
者手帳１級から３級の交付を受けている方  

２  両下肢機能障害、体幹機能障害、移動機能障害のいずれかの障
害により、身体障害者手帳１級または２級の交付を受けている方  

３ ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能障害により身体障害  
者手帳１級から３級の交付を受けている方  

貸出期間  2週間  
貸出点数  何点でも（貸出期間内に利用できるだけ）  

登録方法  
氏名・住所・電話番号・障害者手帳の確認が必要となります。（家族
等の代理の方による登録、電話での登録も可。） 

郵送料  利用者負担なし 

＜録音図書・点字図書の貸出＞ 

対象者  視覚の障害により障害者手帳の交付を受けている方  
貸出期間  ３週間  
貸出点数  何点でも（貸出期間内に利用できるだけ） 

登録方法  
氏名・住所・電話番号・障害者手帳の確認が必要となります。（家族
等の代理の方による登録、電話での登録も可。） 

郵送料  利用者負担なし 

 

（５）市営住宅入居の優遇  身・知・精           窓口：都市整備総務課（本庁舎４階） 

市営住宅の入居に関して、優遇があります。詳しくは窓口にお問い合わせください。 

＜入居収入基準の優遇＞ 

対象世帯  

申込資格を有し、申込者もしくは同居するその家族の方が次の１から
４のいずれかに該当する世帯  
１ 身体障害者手帳１～４級の交付を受けている方またはこれと同程
度の方  

２ Ａ１・Ａ２・Ｂ１の判定を受けた知的障害のある方、知能指  
数が50以下と判定された方またはこれと同程度の方  

３ 精神障害者保健福祉手帳１級・２級の交付を受けている方  
４  精神に障害のある方で、１級・２級の国民年金または厚生年金の
証書を交付されている方、並びに厚生労働大臣、都道府県知事
から１級・２級と同程度の障害の状況にあることを証する書類の交
付を受けている方  

優遇の内容  
月収214,000円以下であれば申し込むことができます（一般世帯の
収入基準は158,000円以下）。 

＜抽選時の優遇＞ 

対象世帯  

申込者もしくは同居するその家族の方が次の１から３のいずれかに該
当する世帯で、住宅に困窮していることが他の方と比較して著しいと
認められる世帯については、入居者決定の抽選時に住宅困窮度に応
じた優遇措置を行う場合があります。 
１ 身体障害者手帳１～６級の交付を受けている方  
２ 精神障害者保健福祉手帳１級～２級の交付を受けている方、もしく
は精神障害者支援施設通所者の方  

３ Ａ１・Ａ２・Ｂ１・Ｂ２の判定を受けた知的障害のある方  

優遇の内容  
入居者募集のしおりに掲載する「鎌倉市営住宅入居予定者の公開
抽選における優遇基準」をご確認ください。 
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（６）県営住宅入居の優遇  身・知・精  

窓口：神奈川県住宅営繕事務所  TEL045(311)8105 

県営住宅の入居に関する優遇があります。 

＜入居収入基準の優遇＞ 

障害要件  

申込資格を有し、申込者または同居しようとする親族が次の１から３の
いずれかに該当する方  
１ 身体障害者手帳１～４級の交付を受けている方  
２ 精神障害者保健福祉手帳１級～３級の交付を受けている方  
３ 知的障害のある方で、２の精神障害の程度に相当する方  

優遇の内容  世帯の状況によって異なるため、窓口へお問合せください。 

＜抽選時の優遇＞ 

障害要件  

申込資格を有し、申込者もしくはその家族の方が次の１から４のいず
れかに該当する世帯  
１ 身体障害者手帳１～４級の交付を受けている方  
２ Ａ１・Ａ２・Ｂ１の判定を受けた知的障害のある方  
３ 精神障害者保健福祉手帳１級～３級の交付を受けている方  
４ 精神に障害のある方で、１級～３級の国民年金・厚生年金または共
済年金の証書を交付されている方、並びに知的障害のある方でこ
れと同等の証書を交付されている方  

優遇の内容  申込内容によって異なるため、窓口へお問合せください。 

その他  
障害要件に該当しないにも関わらず優遇で申込み、仮当選した場合
には、入居資格審査によって失格となります。 

 

（７）身体障害者運転能力開発訓練センター  身  

窓口：東園自動車教習所（埼玉県新座市堀ノ内2-1-46）TEL048(481)2711 

厚生労働省委託の運転能力開発訓練コースとしてハローワークに求職登録をされている身  

体障害者の方に無料で教習を行っています。  

 

（８）自動車改造費の助成  身                              窓口：障害福祉課⑤ 

障害のある方自身が運転できるよう自動車を改造するために要する費用を助成します。 

＜助成の内容＞ 

障害要件  身体障害者手帳の交付を受けている方  

助成の内容  
身体障害者の方で自ら所有し、運転する自動車の手動装置等の一
部を改造するに要する経費（上限10万円） 

支給制限  所得による支給制限があります。 
その他  自動車の改造に着手する前に申請が必要です。 

 

（９）神奈川県身体障害者補助犬給付事業  身  

窓口：神奈川県障害福祉課社会参加推進グループ TEL 045(210)4709 FAX 045(201)2051 

身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の利用が必要と県が認めた方に対し、身体  

障害者補助犬を給付します。詳しくは、窓口へお問合せください。 
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（10）軽度・中等度難聴児補聴器購入費の助成  身  

 窓口：障害福祉課⑤ 

身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度難聴児の言語の習得やコミュニケーション

能力の向上を支援するため、補聴器購入費を助成します。  

＜助成の内容＞ 

障害要件  

次の１から３のいずれにも該当する方  
１ 平均聴力レベルが両耳とも原則として 30dB（ﾃﾞｼﾍﾞﾙ）以上で、 
聴覚障害を事由とする身体障害者手帳の交付対象とならない方  

２ 中耳炎等の急性疾患による一時的な聴力低下ではなく、耳鼻  
咽喉科的治療により聴力が回復する見込みがない方  

３ 補聴器の装用により言語の習得等に一定の効果が期待できる 
と身体障害者福祉法第 15 条第 1 項に規定する指定医等に判  
断された方  

年齢要件  18歳未満の方  

支給制限  ・労災等、他の制度で補聴器購入費の助成を受けられる場合  

助成の内容  
原則、基準額範囲内の購入費用の9/10。ただし、生活保護及び非
課税世帯の場合は原則、全額。 

その他  医師意見書料は利用者負担となります。 

＜手続き＞ 

補聴器を購入する前に申請が必要です。申請に必要なものは、次のとおりです。 

なお、対象となる補聴器については、事前に窓口へご確認ください。 

① 医師意見書  (指定様式によるもの) 

② 見積書  

 

（1１）障害者歯科診療  身・知・精  

 窓口：鎌倉市歯科医師会  TEL0467(47)8119 

知的障害・発達障害・脳性まひ・先天異常などの様々な障害などにより一般歯科医院では

十分な対応が困難な方に対して歯科治療を行っています。  

診療時間  
木曜日  10：30～16：30 
日曜日  10：30～13：30 
※祝日及び年末年始除く 

持ち物  健康保険資格確認書等、障害者手帳（お持ちの方）、お薬手帳  

診療場所  

鎌倉市口腔保健センター 
鎌倉市台2-8-1 台在宅福祉サービスセンター内  1階  
※湘南モノレール富士見町駅から徒歩6分   

JR大船駅東口から徒歩10分  / 駐車場有  
その他  完全予約制のため、事前にご予約ください。 
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９ 就労支援                         

（１）鎌倉市障害者二千人雇用センター 身・知・精           

窓口：障害福祉課⑤または鎌倉市障害者二千人雇用センターTEL0467(53)9203 

    障害者の社会参加、自立に向け、障害者の「働きたい」「働き続けたい」、企業の「雇用した

い」「雇用し続けたい」をサポートしています。詳しくは、窓口へお問合せください。             

 

←市ホームページはこちら 

障害者二千人雇用センターホームページはこちら→ 

 

（２）公共職業安定所（ハローワーク） 身・知・精           

窓口：ハローワーク藤沢専門援助部門  TEL0466(23)8609(部門コード47♯) 

障害があるため（身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病など、

手帳の所持の有無は問いません）長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、職業生活を

営むことが困難な方に対して、障害について専門的な知識を持つ担当者が、仕事に関する情

報提供や就職に関する相談にのり、職業紹介を行います。また必要に応じ就労支援機関の紹

介や連携を行い支援します（手話通訳者がいる配置日・時間もあります）。詳しくは、窓口へお

問合せください。 

 

（３）障害者就業・生活支援センター 身・知・精            

窓口：よこすか障害者就業・生活支援センター TEL046(820)1933 

鎌倉市、逗子市、横須賀市、三浦市、葉山町に住所を有する障害がある方（身体障害、知

的障害、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病など手帳の所持の有無は問いません）

で就労を希望する方また在職中の方に、その方が抱える課題に応じて、就労の場の確保や職

場定着支援を関係機関と連携を図り継続的に就業面と生活面の一体的な支援を行います。

詳しくは、窓口へお問合せください。 

（４）神奈川県障害者雇用促進センター 身・知・精               

窓口：障害者雇用促進センター（横浜）TEL045(633)6110 

企業への障害者雇用の普及啓発や相談、就労支援機関への研修や利用者の職業能力評

価など企業や就労支援機関等への支援などを行っています。詳しくは、窓口へお問合せくださ

い。 

（５）地域障害者職業センター 身・知・精               

窓口：神奈川障害者職業センター（相模原）TEL042(745)3131 

障害者職業カウンセラーやジョブコーチ等を配置し、公共職業安定所（ハローワーク）、障害

者就業・生活支援センターとの連携のもと、就職や職場復帰を目指す障害のある方（身体障

害、知的障害、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病など手帳の所持の有無は問いま

せん）に対し、職業相談・評価や職業リハビリテーション計画を作成し、職業準備支援・リワーク

支援やジョブコーチ支援を行い、また障害者雇用を検討・実施している事業主や就労支援機

関に対する支援も行っています。詳しくは、窓口へお問合せください。 
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（６）国立県営神奈川障害者職業能力開発校  身・知・精         

窓口：神奈川障害者職業能力開発校（相模原）TEL042(744)1243 

障害のある方が障害の事情等に応じてその有する能力等を活用し、職業能力の回復、  

増進、付与等を可能にするための職業訓練を行っています。ＣＡＤ、グラフィックデザイン、ビジネ

ス系、総合実務などコースにより、訓練期間は６か月、１年、２年になります。 

また、障害のある方に対する職業訓練として県が企業、民間教育機関、特定非営利活動法

人等に委託して実施している「トライ！」があります。パソコン技術、事務、実務作業などがあり、

コースによって訓練期間は異なります。詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（７）神奈川能力開発センター 知                   

窓口：神奈川能力開発センター（伊勢原）TEL0463(96)4555 

知的障害のある義務教育修了（見込み）以上、25歳未満の方で働いた経験のない方また

は少ない方に対し、基礎的な技能訓練を実施し、生活習慣や労働習慣、職業人としてのマナー

体得など、一人ひとりの個性や能力を重んじたきめ細かな就労支援を行っています。訓練期間

は２年間で、宿泊型自立訓練（生活訓練）事業所「キャンバス秦野」へ全員入寮し、センターへ

通所します。詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（８）鎌倉市障害者雇用奨励金  知・精                       窓口：障害福祉課⑤ 

    障害者を雇用する事業主に対して、労働局やハローワーク等が支給する助成制度がありま

すが、本市でも独自に奨励金を支給しています。 

    なお、当該奨励金の支給を受けた場合、労働局やハローワーク等の助成制度が利用できな

いことがありますので、十分にご確認ください。 

市ホームページはこちら→   

＜制度の内容＞ 

支給対象企業  

次の１または２のいずれかに該当する企業  
１ 中小企業基本法第２条に定める企業  
２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第  
５条第 14 項に規定される就労継続支援Ａ型事業所  

対象者  

市内に住所を有する在宅の障害者で、次の１から３のいずれかに該当する方  

１ 療育手帳の交付を受けている方  
２ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方  
３ その他市長が支給を認める方  

 
条件等  

・対象者の雇用期間は原則として１年を単位  
・勤務形態は常勤  
・勤務は原則として１日４時間以上、１か月 16 日以上  

奨励金  
認定申請を行った月から、次のとおり支給します。  
・中小企業：雇用した対象者１人につき月額 20,000 円  
・Ａ型事業所：雇用した対象者１人につき月額 7,500 円  

支給月  雇用実績報告書及び雇用実績報告明細書に基づき、年２回支給  

その他  ・交付は事業の予算内となります。  
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（９）鎌倉市障害者就労移行支援金  身・知・精               窓口：障害福祉課⑤ 

    就労移行支援または就労継続支援から平成 30 年４月１日以降に一般就労へ移行した障

害者に対して、支援金を給付するものです。 

市ホームページはこちら→ 

 

 ＜制度の内容＞ 

給付対象者  

鎌倉市に住所がある方で、次のいずれかに該当する方  
１ 身体障害者手帳の交付を受けている方  
２ 療育手帳の交付を受けている方  
３ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方  
４ 医師の診断書等で障害の判定を受けている方  

給付要件  

１ 鎌倉市から就労移行支援または就労継続支援の給付を連続して
３か月受けていたこと。 

２  就労移行支援または就労継続支援から一般就労への移行期間
が３か月以内であること。 

３ 一般就労の期間が同一の事業所で連続６か月以上であること。 
４ 事業所都合による退職の場合、退職日から１か月以内に新たな事  
業所に就労し、一般就労期間が退職前の事業所での一般就労期
間と通算して６か月以内であること。 

５ 支援金の申請時に事業所を退所していないこと。 
６ 生活保護を受給していないこと。 
７ 市民税等の滞納をしていないこと。 

給付額  
100,000 円  
※１人につき１回限り。 

 ＜手続き＞ 

    申請に必要なものは次のとおりです。詳しくは、窓口へお問合せください。  

①鎌倉市障害者就労移行支援金給付申請書（市ホームページから印刷可） 

②在職証明書（市ホームページから印刷可）または同一の事業所で６か月以上の勤務が確

認できる書類  

 

（10）鎌倉市農業就労体験セミナー 身・知・精                 窓口：障害福祉課⑤ 

    就労に困難を抱える方を対象に農業に関する就労セミナーを行っています。さまざまな人との

コミュニケーションの中で、障害者等の社会参加、自立の促進を図っていきます。 

＜内容＞                                          市ホームページはこちら→ 

  ①農業体験コース 

対象者  

鎌倉市に住所がある方で、次のいずれかに該当する方  
１ 身体障害者手帳の交付を受けている方  
２ 療育手帳の交付を受けている方  
３ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方  
４ 医師の診断書等で障害の判定を受けている方  
５ ひきこもりや就労、家事、通学をしていないニート状態にある等、就労に困難
を抱えていると認められる方  

開催場所  
NPO 法人農スクール（藤沢市葛原 1100－９） 
※市役所から現地まで、市車両による送迎を行っています。なお、市役所までの 
交通費は実費負担になります。 

開催日程  月１回  

参加方法  
障害者等農業就労体験セミナー参加申込書を障害福祉課（⑤番  
窓口）に提出してください。後日、申込書に記載していただいた住所に参加証  
をお送りします。 
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 ②就労特化コース 
対象者  同上  
開催場所  同上   ※現地までの交通費は実費負担になります。 
開催日程  全 20 回  
参加方法  事前説明会へのご参加が必要です。詳しくは市ホームページをご覧ください。 

 

 (11)鎌倉市就労困難者特化型BPO事業「デジタル就労支援センターKAMAKURA」 

 身・知・精                                              窓口：障害福祉課⑤ 

     障害のある方や、ひきこもり状態にある方を対象に、社会参加や自立を促進するため、IT 業

務を中心とした在宅就労または通所による就労機会を提供します。 

市ホームページはこちら → 

＜内容＞ 

名称  デジタル就労支援センターKAMAKURA 

対象者  

鎌倉市内在住で、下記 1 または 2 に該当する方  
１ 障害者手帳をお持ちの方または医師の診断書等で障害の判定を受けてい
る方  

２ ひきこもり状態の方で、鎌倉市または関係機関の支援を受けている方  

開所日  
月曜日～金曜日  
（国民の休日及び 12 月 29 日から 1 月 3 日までを除く） 

開所時間  9 時 00 分～17 時 45 分  
場所  鎌倉市小町 1 丁目 6 番 8 号 リアスコビル 3 階 302 号室  

連絡先  
電 話：050-3159-5613 
E メール：info_kamakura@valt-japan.com 

参加方法  

デジタル就労支援センターKAMAKURAのホームページからお申込みください。       
 こちらからアクセスできます →                                                          
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10 情報伝達支援                       

（１）「広報かまくら」音訳版・点訳版・手話版  身          窓口：広報課（本庁舎２階） 

視覚障害や聴覚障害のある方に、音訳版・点訳版・手話版を発行しています。市ホームペー

ジに掲載するほか、希望者に音訳版ＣＤまたは点訳版を提供しています。希望される際は、お問

い合わせください。 

 

（２）市役所本庁舎における手話通訳者の設置  身              窓口：障害福祉課⑤ 

手話通訳者を設置し、聴覚に障害のある方等が市役所での手続きや相談を円滑に行うた

めに必要な支援を行っています。 

＜設置日時＞ 

 平日：午前8時30分から午後12時まで、午後１時から午後５時まで 

 

（3）コミュニケーション支援事業（手話通訳者・要約筆記者の派遣）身   

窓口：障害福祉課⑤ 

医療・教育・就職・生活等の手続きや相談がスムーズに行われるよう手話通訳者や要約筆

記者を派遣します。対象者は、聴覚・音声・言語機能障害のある方で、費用の負担はありませ

ん。 

 

（4）鎌倉市防災･安全情報メール 身・知・精              

窓口：総合防災課、地域のつながり課（第３分庁舎） 

防災情報（防災行政用無線で放送される気象情報の発表・解除、津波、光化学スモッグ、

その他の情報）や防犯情報（不審者情報、その他の情報）をパソコンや携帯電話等の電子メー

ルで配信します。情報提供料は無料です。ただし、電子メールの受信にかかる通信料やインター

ネット接続料は利用者負担となります。どなたでもメールアドレスの登録のみで利用が可能です。

なお、鎌倉市公式LINEでも同じ情報を配信しています。 

 

（５）Ｅメール 119 番通報システム・NET119 緊急通報システム・ 

ファックス 119 番通報システム 身                 

窓口：鎌倉市消防本部指令情報課 TEL0467(44)0995 FAX0467(44)5551 

音声による 119 番通報が困難な聴覚または音声言語障害があり、その障害による障害者

手帳の交付を受けている方または何らかの理由により、音声による 119番通報が困難であると

消防長が認めた方のために、携帯電話やスマートフォン等のＥメール機能や GPS 機能、チャット

機能を利用して、火災や救急時等の 119番通報受信サービスを行っています。利用するために

は、登録が必要です。 

また、聴覚・言語などに障害のある方のために、ファックスによる 119 番通報を受け付けてい

ます。指定の用紙に記入し、119 番（局番なし）でファックスを送信し、消防車や救急車などの

要請を行います。 
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（６）110 番アプリシステム・ＦＡＸ110 番  身           

  窓口：神奈川県警察本部地域部通信指令課 TEL045(211)1212（代表） 

言語や聴覚に障害のある方が、事件や事故に遭った時に警察に通報できるよう、神奈川県

警察ではアプリまたはＦＡＸによる通報システムを運用しています。アプリ利用にかかる通信料や

インターネット接続料は利用者負担となります。利用するためには、登録が必要です。緊急時に

備えてあらかじめの登録をお勧めします。 

 

（７）ＮＴＴファックス 104 身               窓口：ＮＴＴ東日本 TEL0120(104)140 

聴覚や言語に障害のある方からの電話番号の問合せをファックスで受付するサービスを提

供しています。利用料金は104番の番号案内料と同様で、１回15件までの利用となります。申

込はファックス番号0120（000）104となります。詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（８）神奈川県が設置する視覚・聴覚障害のある方への支援施設  身  

窓口：神奈川県ライトセンター（視覚障害）TEL045(364)0023 

神奈川県聴覚障害者福祉センター（聴覚障害）TEL0466(27)1911 

神奈川県盲ろう者支援センター（視覚・聴覚障害）TEL0466(90)5727 

神奈川県では視覚障害のある方や聴覚障害のある方またはその支援者への情報提供や資

料貸出しなどを行っています。詳しくは、各施設へお問合せください。 

＜施設＞ 

名  称 住   所 電 話 ＦＡＸ 

神奈川県ライトセンター 横浜市旭区二俣川1-80-2 045-364-0023 045-364-0027 

神奈川県聴覚障害者  
福祉センター 

藤沢市藤沢933-2  0466-27-1911 0466-27-1225 

神奈川県盲ろう者支援
センター 

神奈川県聴覚障害者福祉センタ
ー内（藤沢市藤沢933-2） 

0466-90-5727 0466-90-5727 
神奈川県横浜西合同庁舎6階 
（横浜市西区岡野2-12-20） 

 

（9）電話リレーサービス 身        窓口：（一財  ）日本財団電話リレーサービス  

     【TEL】：03-6275-0910  【ＦＡＸ】03-6275-0913 

きこえない人ときこえる人をオペレーターが通訳して、電話でつなぐサービスです。 

インターネットにつながる端末に専用のアプリをダウンロードし、利用者登録を済ませるとご利

用いただけます。【有料】 

                      ホームページはこちら→ 
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11 その他の事業                       

（１）障害福祉相談員の相談  身・知・精                      窓口：障害福祉課⑤ 

市から委嘱された６名の障害福祉相談員が、障害のある方の安定した地域生活を支えるた

め、障害福祉の増進に努めています。身近なご相談などを受けていますので、お気軽にお声が

けください。 

    なお、手話通訳者・要約筆記者が必要な場合は、手話通訳者・要約筆記者を派遣すること 

  が可能です。 

＜福祉相談員＞ 

福祉相談員氏名 分野 連絡先 

宮﨑 景子  知的障害  0467-55-5562 （電話・FAX兼用） 

春吉  秀雄※１ 聴覚障害  haruhidemacintosh@gmail.com 

木村  康洋  視覚障害  0467-45-3555 （電話） 

塚田マリ子ニーナ※１ 知的障害  kamakura-iku@googlegroups.com 

土岐  彬  身体障害  0467-31-9815 （電話・FAX兼用） 

利光  正子  知的障害  kamakyonet@gmail.com 

 ※１ 連絡先は電子メールとなります。 

 

（２）発達や教育などの支援  身・知                  

窓口：発達支援室（福祉センター1階）、教育指導課（第４分庁舎  2階） 

障害のある児童・生徒及び特別な支援を必要とする児童・生徒の早期発見、早期の発達支

援、教育支援等、生活全般にわたる適切で一貫した継続的な支援を実施するため、医療・保

健・福祉・教育・その他の関係機関と相互に連携し、支援を行っています。詳しくは、窓口へお問

合せください。 

 

（３）医療的ケア児等とその家族への支援  身                   窓口：障害福祉課⑤ 

     医療的ケアが必要な方やそのご家族及び支援者からの相談を受け付け、制度に関する情報

提供や助言その他の支援を行うほか、必要に応じて保健・医療・福祉・教育等のサービスの利

用調整等を行う、医療的ケア児等コーディネーターを配置しています。 

＜医療的ケア児等コーディネーター＞ 

事業所名 連絡先 受付時間 

鎌倉療育医療センター 
小さき花の園  

0467-31-6703（電話） 
0467-32-5841（FAX） 
ryouiku-scc@chiisaki.com（メール） 

月～金  
9:00～16:30 
（土日祝・年末年始を除く） 

 

神奈川県でも、医療的ケア児及びそのご家族が地域で安心して暮らせるよう、かながわ医療

的ケア児支援センターを設置し、様々な支援や情報提供を行っています。 

詳しくはホームページをご覧ください。 

ホームページはこちら→ 
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（４）家庭系ごみの有料袋の無料交付  身            

窓口：ごみ減量対策課㉗ 

家庭系ごみの有料袋について、一定枚数を無料で交付します。 

詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜制度の内容＞ 

対象となる 
要件  

次の１から６のいずれかに該当する世帯等  
１ 生活保護受給世帯  
２ 児童扶養手当受給世帯  
３ 特別児童扶養手当受給世帯  
４ ひとり親家庭等医療費助成対象世帯  
５ 腹膜透析を在宅で実施されている方  
６ ストーマ装具を在宅で使用されている方  

交付内容  

上の１から４に該当する世帯  20ℓ袋（Ｌ）を年間上限120枚  

上の５に該当する方  20ℓ袋（Ｌ）を年間上限100枚  

上の６に該当する方  10ℓ袋（Ｍ）を年間上限100枚  

その他  
・１世帯で複数の対象となる要件を満たしている場合、腹膜透析
を在宅で実施されている方またはストーマ装具を在宅で使用され
ている方以外は、重複交付となりません。 

家庭系ごみの有料袋について、一定枚数を無料で交付します。  

 

（５）声かけふれあい収集  身・精      窓口：環境センター（今泉）TEL0467(44)5344 

クリーンステーション（ごみ集積場）まで、ご自分でごみや資源物を運び出すことが困難な高

齢者や障害者の世帯を対象に週に1回、市職員が戸別に声をかけて安否の確認をしながら、

ごみや資源物の収集を行います。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜制度の内容＞ 

対象となる 
世帯  

次の１から５のいずれかに該当し、世帯構成員やその親族、介護ヘル 
パー等によるごみの排出が困難な世帯  
１  介護保険の居宅サービスを日常的に利用している高齢者のみで
構成されている世帯  

２ 身体障害者手帳1級または2級の交付を受けている障害者のみで
構成されている世帯  

3 精神障害者保健福祉手帳1級または2級の交付を受けており、居
宅介護を日常的に利用している障害者のみで構成されている世帯  

４ １から3までに規定する高齢者及び障害者で構成されている世帯  
５ １から4までに規定する世帯と同等の状態にあると市長が認めた世  
  帯  

その他  
・申請を受けた後、市職員がお宅に伺い現在の状況などの聴き取りを
して審査を経て、開始となります。 
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（６）災害時避難行動要支援者支援制度  身・知・精           

窓口：総合防災課（第３分庁舎） 

避難行動要支援者支援制度は、災害時に自分自身や家族の助けだけでは避難ができず、

第三者の助けを必要とする方（避難行動要支援者）を地域の中で支援を受けられるようにする

制度です。 

「避難行動要支援者名簿」に登録すると、ご自身の情報が町内会自治会、民生委員児童

委員、警察、消防などの避難支援等関係者に提供され、災害時の避難支援などに活用されま

す。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜制度の内容＞ 

対象者  

次の１から７のいずれかに該当する方  
１ 75 歳以上の一人暮らし高齢者の方  
２ 高齢者（65 歳）のみ世帯の 75 歳以上の方  
３ 身体障害者手帳１級、２級の方  
４ 療育手帳Ａ１、Ａ２の方  
５ 精神障害保健福祉手帳１級の方  
６ 介護保険法による要介護度３以上の方  
７ 上記以外で登録を希望される方   

 

（７）選挙における郵便等投票、代理投票  身               

窓口：選挙管理委員会事務局（本庁舎１階） 

身体が不自由で投票所に行くことができない一定の条件に当てはまる方が、自宅等で投票

を行うことができる制度です。利用するためには、「郵便等投票証明書」の交付を受ける必要が

あります。 

また、自ら投票の記載をすることができない一定の条件に当てはまる方のための代理投票の

制度もあります。詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（８）生活福祉資金の貸付  身・知・精                 

窓口：鎌倉市社会福祉協議会  TEL0467(23)1075 

低所得者、障害者または高齢者世帯に対し、資金の貸付と必要な相談支援を行うことによ

り、その経済的な自立及び生活意欲の助長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図る

ことを目的とした制度です。詳しくは、窓口へお問合せください。 

 

（９）日常生活自立支援事業（あんしんセンター） 身・知・精      

窓口：鎌倉市社会福祉協議会  TEL0467(23)1075 

高齢や障害などにより、判断能力が十分でない方が、地域で自立した生活が送れるよ

うに、本人との契約に基づき、福祉サービス等での日常的な金銭管理、通帳等の預かりな

どの支援をします。また、支援に必要な費用が所得に応じて発生する場合があります。詳し

くは、窓口へお問合せください。 
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（10）神奈川県福祉バス「ともしび号」の利用  身・知・精        

窓口：神奈川県障害福祉課  TEL045(210)4709 

障害のある方が文化・レクリエーション活動などに団体で出かける時に利用できる車いすリフ

ト付き大型バスを運行しています。詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜制度の内容＞ 

利用できる 
団体  

障害のある方（児童を含む）が3分の1以上の20名～50名（増便は
バスの定員以内）までのグループ 

利用できる 
日数  

日帰りまたは１泊２日  
※１団体あたり１年度につき２日間まで 

利用料金  
バス利用料金は無料。有料道路通行料・駐車場利用料・乗務員  
(運転士、運転士助手の計 2名 ) の宿泊料等  (宿泊手配も含む) は
利用団体の負担となります。 

その他  

・長距離（出庫から入庫までの距離が 500 キロメートルを超える場
合）、降雪地帯などへの運行はできません。また、車両検査等の理由
により利用できないときもあります。 
・利用希望日の３ヶ月前に申込み（申込多数のときは抽選）。 
・申込に関するお問合せは、次の運行会社へお願いします。 
神奈中観光株式会社福祉バス係 042(706)4990 

 

（11）駐車禁止除外標章の交付  身・知・精               

窓口：鎌倉警察署TEL0467(23)0110または大船警察署交通課  

TEL0467(46)0110 

神奈川県警察では、歩行が困難な方を対象に駐車禁止の除外の標章を交付しています。

詳しくは、窓口へお問合せください。 

＜制度の内容＞ 

対象  
駐車禁止除外指定標章の交付対象に該当する歩行が困難な方を対象とし、標章の
交付を受けた方が使用する場合やその方を輸送する場合に標章を使用することがで
きます。 

標章交付  
対象者  

次の１から３のいずれかに該当する方など 
１ 身体障害者手帳１～４級の交付を受けている方の一部  
２ 療育手帳の交付を受けている方の一部  
３ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている方の一部  
※詳しくは、窓口へお問合せください。  

その他  ・公安委員会による駐車禁止規制が行われている道路の部分以外では使用できません。  

 

（12）かながわ障害者等用駐車区画利用証制度（パーキング・パーミット制度） 身・知・精               

窓口：神奈川県福祉子どもみらい局  福祉部地域福祉課  TEL：045-210-4804 

障害のある方や要介護高齢者、妊産婦の方など歩行が困難な方や移動に配慮が必要な

方のための駐車区画について、対象者に利用証を交付することで、区画の適正利用を推進す

る制度です。詳しくは、窓口へお問合せください。 

ホームページはこちら→ 
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（13）ヘルプマークの配布  身・知・精  

窓口：障害福祉課⑤、各支所、鎌倉市社会福祉協議会、市民サービスコーナー（ルミネ内） 

義足や人工関節を使用している方、内部障害や難病の方など、外見から分からなくても援助

や配慮を必要としている方が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせることで、援助を

得やすくなるよう、東京都が開発したマークです。数に限りがあるため、お一人様１つでお願いし

ます。必要な方は、お申し出ください。 

 

（14）身体障害者補助犬に対する犬の登録手数料等の免除  身  

窓口：環境保全課㉙  

身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）を所有する方は、狂犬病予防法に基づく犬

の登録手数料及び狂犬病予防注射済票交付手数料等を免除します。詳しくは、窓口にお問い

合わせください。 

 

（15）デジタル障害者手帳「ミライロID」 身・知・精  

窓口：ミライロID ヘルプセンター   メール：support@mirairo-id.jp   

障害者手帳を所有している方を対象としたスマートフォン向けアプリです。  

ユーザーは、障害者手帳や、福祉機器の仕様、求めるサポートの内容などを「ミライロID」に

登録します。 

市の体育施設での障害者減免の手続きをはじめ、一部公共交通機関や商業施設において、

ユーザーが「ミライロID」を提示することで、障害者割引やクーポンなどを利用できます。 

                                             

ホームページはこちら → 

（16）かまくら障害者支援アプリについて 身・知・精         窓口：障害福祉課⑤ 

これまでアナログで行っていたサービスの一部をデジタル化し、登録者一人一人に合わせた情

報をスピーディーに提供するスマートフォンアプリとウェブサイトができました。  

Androidスマートフォンの方  

Google Play（グーグル プレイ）  

 

iPhoneの方  

App Store（アップ ストア） 

 

かまくら障害者支援アプリのウェブ版   

https://lg-pwd.jp/home?citycode=142042      

→ 

→ 

→ 

https://lg-pwd.jp/home?citycode=142042
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12 関係機関等一覧                       

（１）関係機関  身・知・精                      

名  称 住   所 電 話 ＦＡＸ 

鎌倉保健福祉事務所 鎌倉市由比ガ浜2-16-13 0467-24-3900 0467-24-4379 

鎌倉市社会福祉協議会 
鎌倉市御成町20-21 
鎌倉市福祉センター内 

0467-23-1075 0467-22-2213 

鎌倉税務署 鎌倉市佐助1-9-30 0467-22-5591 － 

横須賀県税事務所 横須賀市日の出町2-9-19 046-823-0210 046-823-5458 

藤沢県税事務所 藤沢市鵠沼石上2-7-1 0466-26-2111 0466-25-6289 

戸塚県税事務所 
横浜市戸塚区上倉田町
449 

045-881-3911 045-862-3251 

鎌倉水道営業所  鎌倉市御成町12-18 0467-22-6200 0467-22-5367 

鎌倉警察署 鎌倉市由比ガ浜2-11-26 0467-23-0110 － 

大船警察署 鎌倉市大船1709-2 0467-46-0110 － 

ＪＲ鎌倉駅 鎌倉市小町1-1-1 
JR東日本 
ﾃﾚﾌｫﾝｾﾝﾀｰ 

050-2016-1600 

－ 

ＪＲ大船駅 鎌倉市大船1-1-1 － 

ＪＲ北鎌倉駅 鎌倉市山ノ内501 － 

神奈川県立鎌倉支援学校 鎌倉市関谷566 0467-45-1482 － 

神奈川県立藤沢支援学校 藤沢市亀井野2547-19 0466-82-8101 － 

神奈川県立総合療育相談センタ
ー 

藤沢市亀井野3119 0466-84-5700 0466-84-1901 

神奈川県鎌倉三浦地域児童
相談所  

横須賀市日の出町1-4-7 046-828-7050 046-825-7071 

鎌倉市障害者二千人雇用センタ
ー 

鎌倉市御成町20-21 0467-53-9203 0467-53-9204 

ハローワーク藤沢（公共職業安
定所） 

藤沢市朝日町5-12 
藤沢労働総合庁舎 

0466-23-8609 0466-25-4714 

かながわ難病相談・支援センター 
横浜市神奈川区鶴屋町
2-24-2かながわ県民セン
ター14階 

045-321-2711 045-321-2651 

神奈川県障害者雇用促進センタ
ー 

横浜市中区寿町1-4かなが
わ労働プラザ５階 

045-633-6110 045-633-5405 

神奈川障害者職業センター 相模原市南区桜台13-1 042-745-3131 042-742-5789 

神奈川県障害者職業能力開発
校 

相模原市南区桜台13-1 042-744-1243 042-740-1497 

藤沢年金事務所 藤沢市藤沢1018 0466-50-1151 0466-50-1242 

ＮＨＫ横浜放送局営業部 横浜市中区山下町281 045-212-2661 － 

神奈川県精神保健福祉センター 
横浜市港南区芹が谷
2-5-2 

045-821-8822 045-821-1711 

神奈川県ライトセンター 横浜市旭区二俣川1-80-2 045-364-0023 045-364-0027 

神奈川県聴覚障害者福祉セ
ンター   

藤沢市藤沢933-2  0466-27-1911 0466-27-1225 

かながわ福祉サービス運営適正
化委員会 

横浜市神奈川区反町
3-17-2 

045-311-8861 045-312-6302 

よこすか障害者就業・生活支
援センター 

横須賀市本町2-1横須賀
市立総合福祉会館４階  

046-820-1933 046-820-1934 

神奈川県発達障害支援センタ
ーかながわA（エース） 

足柄上郡中井町境218 0465-81-3717 0465-81-3703 

かながわ成年後見推進センター 
横浜市神奈川区反町
3-17-2 

045-534-6045 045-314-3472 

鎌倉市成年後見センター 鎌倉市御成町20-21  0467-38-8003 0467-22-2213 
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名  称 住   所 電 話 ＦＡＸ 

神奈川県盲ろう者支援センター 

神奈川県横浜西合同庁舎6階

（横浜市西区岡野2-12-20） 
－ － 

神奈川県聴覚障害者福祉
センター内 （藤沢市藤沢
933-2） 

0466-90-5727 0466-90-5727 

かながわ子ども・若者総合相
談支援センター（ひきこもり地
域支援センター） 

神奈川県立青少年センター
内 
（横浜市西区紅葉ヶ丘9-1） 

045-242-8201 － 

一般社団法人  神奈川県障が
い者スポーツ協会  

藤沢市善行7丁目1-2 
県立スポーツセンターグリーン
ハウス内 

0466-83-0033 0466-83-0034 
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（２）当事者団体  身・知・精                                                 

 
団体名 連絡先 活動状況 

活動内容 その他 

鎌倉市身体障害者福祉協会 
会長：木村 康洋 
住所：鎌倉市寺分1-15-6 
電話：0467-45-3555 

毎週金曜日 
13:30～16:00 
福祉センター 

県各種スポーツ大会参加・福祉まつり等、社協主催行事参加。福
祉相談、毎週金曜日。コーラス、川柳、フライングディスク、ゲートボ
ール、ダーツ、サウンドテーブルテニスのサークル活動などを行っ
ています。 

会員数：約167名 
入会金：なし 
会  費：年2,000円 

鎌倉市福祉当事者 
団体連絡会 

代表：駒村 利夫 
住所：鎌倉市上町屋801 
大船ダイヤハイツ131 
電話：0467-46-2626 

障害福祉課との懇談会 
関係各課へ生活改善要望 

疾病障害者の健康の保持増進と医療・福祉の向上を図るため、
疾病障害者団体が連合している団体。各団体共通の問題の要
望、交流会等での相互理解を図っています。 

会員数：約240名 
会  費：団体年会費1,000円 

鎌倉和楽会 

会長：駒村 利夫 
住所：鎌倉市上町屋801 
大船ダイヤハイツ131 
電話：0467-46-2626 

第1火曜日 
9:30～12:00 
福祉センター 

鎌倉和楽会は失語症の会です。この病気は脳血管障害が主な病
気です。福祉センターで月1回第1火曜日に言語聴覚士（ST）指
導による定例会、言語訓練もやっています。また、年1回1泊の旅
行を行っています。 

会員数：約10名 
入会金：0円 
会  費：6,000円 

かまくらりんどうの会 
認知症を支える家族の会 

会長：渡邊 武二 
住所：鎌倉市常盤18-3 
電話：0467-45-6307 

電話相談  
第1土曜日13:00～16:00 
ｻﾎﾟｰﾄ会  
第1火曜日13:00～15:30 
交流会  
第3木曜日13:00～15:30 

認知症介護家族支え合いの会です。平成元年創立。家族の話
し合い（サポート会）、情報交換や楽しい催し（交流会）を行って
います。毎月会報を発行しています。ホームページは随時更新して
います。（http://www.nintikama-rindou.sakura.ne.jp/） 

会員数：約80名 
年会費：2,000円 

(公社)日本オストミー協会 
神奈川支部 

支部長：白鳥 浩二  
住所：厚木市飯山南5-4-1-506 
電話：046-291-0239 
FAX：046-291-0239 

 

人工肛門、人工膀胱保有者(以下、オストメイトという) 
病後の相談、療養体験、医療相談並びに講演会など相互の親睦
をはかり、オストメイトの福祉の増進と明るい日常生活に寄与する
ことを目的として活動しています。 

会員数：約300名 
入会金：1,000円 
年会費：3,600円 

青い麦の会 

（鎌倉、逗子、葉山地区） 

精神障害者家族会 

理事長：小形 敏子  

住所：鎌倉市岩瀬569-7 

電話：046-875-7458 

FAX：046-875-2490 

第1水曜日 

13:30～16:00 

福祉センター 

月１回の例会を開催、会員相互の親睦と相互扶助を推進、病気

や薬の勉強、社会資源の知識の習得に努める一方、社会復帰や

促進のために、ふれあいショップへの参加をしています。 

会員数：約70名 

入会金：0円 

年会費：4,000円 
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団体名 連絡先 活動状況 

活動内容 その他 

鎌倉市手をつなぐ育成会 

会長：塚田マリ子ニーナ 

E-mail：

kamakura-iku@googlegroups.com 

理事会 

毎月第二木曜日 

10:00～12:00 福祉センタ

ー 

全国手をつなぐ育成会連合会の鎌倉支部です。知的障害児・者の

支援者の会です。会報を発行し、情報の発信をしています。余暇活

動（音楽療法など）やバス旅行なども行っています。 

会員数：約40名 

入会金：無 

年会費：3,000円 

交流誌「手をつなぐ」 

年間購読料（12冊）3,800

円 

鎌倉市腎友会 

会長：谷崎 隆太 

住所：鎌倉市笛田5-53-2 

電話：0467-31-4062 

 

鎌倉市内を中心に、近郊市町村の透析施設において人工透析をし

ている患者と、その家族・関係者によって構成され、「私達の人生を

少しでも良いものにしようと、ともに手を携えて身近なところから」を

モットーに活動している団体です。 

会員数：約100名 

入会金：600円 

会費：650円/月 

かまくら福祉･教育ネット 

代表：早坂 佐知子 

E-mail： 

kamakyonet@gmail.com 

運営委員会：毎月第3火曜

日 

9:30～12:00、福祉センタ

ー 

障害児･者の保護者、支援者の会で、情報共有や交流を通して、障

害のある人もともにいきいきと安心して暮らせるように活動していま

す。バス旅行、料理教室等の本人活動、福祉に関する講演会や見学

会、勉強会を開催しています。 

会員数：約80名 

入会金：0円  

年会費：1,500円 

会報発行：年2回 

鎌倉市聴覚障害者協会 

会長：春吉 秀雄 

E-mail： 

kamakuradeaf2017@gmail.com 

 

（一財）全日本ろうあ連盟、（公社）神奈川県聴覚障害者協会の傘

下に入っている、鎌倉市聴覚障害者協会です。年間の行事、会報発

行、聴覚障害や手話等の啓発を行っています。仲間との輪を広げよ

うと、市内在住の聴覚障害者（ろう者）へ呼びかけています。 

会員数：約20名 

入会金：0円  

年会費：2,000円 

鎌倉逗子断酒会 

会長：楠原 義和 

住所：葉山町堀内679 

電話：046-875-4315 

E-mail： 

kusuhara1114@lbe.biglobe.ne.jp 

鎌倉市、逗子市各所にて随

時開催 

会員の酒害からの回復を援助し、酒害に悩む人たちに断酒の喜び

を伝え、かつ、医療及び行政と協力して酒害予防とその啓発に寄与

する活動を行っています。 

会員数：約25名 

入会金：0円  

年会費：1,200円 
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（３）市内の福祉施設・事業所  身・知・精          

【障害に関わる相談について】  

 障害者相談支援事業・相談支援事業所 

 

 

【地域活動支援事業】  

地域活動支援センター  

 

 

 

【移動支援事業】 

 

 

 

 

 

【日中一時支援事業】  

 

 

 

【訪問系サービス・短期入所】 

居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度包括支援・短期入所 

 

 

【居住系サービス】 

施設入所支援・共同生活援助・自立生活援助 

 

 

【通所系サービス】 

療養介護・生活介護・自立訓練（機能訓練）・自立訓練（生活訓練）・就労移行支援 

・就労継続支援（A 型・B 型）・就労定着支援 

 

 

【相談系サービス】 

計画相談支援・地域相談支援・障害児相談支援 
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【障害児通所サービス】 

児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後等デイサービス・居宅訪問型児童発達支援  

・保育所等訪問支援  

 

 

【障害児入所サービス】 

福祉型障害児入所施設・医療型障害児入所施設 

  

 

 

13 資料                            

（１）障害者総合支援法の対象疾患一覧（376疾病  令和７年４月より）                             

障害福祉サービス等の対象となる疾病に罹られている患者様は、障害者手帳をお持

ちでなくても、必要と認められた支援が受けられます。申請の際は対象疾病に罹患して

いることがわかる証明書（診断書など）を持参してください。 

対象疾患一覧はこちら → 

 


